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第 1 章 序論 
 
1.1 研究背景 
過去 30 年間の統計値よれば，わが国には年間約 11 個の台風が接近し，そのうちの約 3 個
は上陸する計算になる
1-1）
。また，わが国に上陸する台風の強さは，アメリカ合衆国に上陸
するハリケーンとほぼ同等であり，海岸線の単位長さ当たりの上陸頻度は，アメリカ合衆国
の約 4 倍にもなる 1-2)。台風の上陸は事前に予測できることから，地震ほど精神的なインパク
トは少ないが，大型台風の場合には被災の範囲が広く，社会的な損失も非常に大きい。例え
ば 1991 年の 19 号台風での風水害による保険金の総支払額は 5000 億円を超え，2011 年の東
北地方太平洋沖地震の支払額（12579 億円）に及ばないものの，1995 年の兵庫県南部地震の
支払額（783 億円）を遥かに上回る 1-3）。室戸台風，枕崎台風，伊勢湾台風，第二室戸台風に
代表される非常に強い台風が襲来した 1940～60 年代においては，家屋が全壊あるいは半壊
する被害が多かったが，近年，建築物の構造耐力の向上に伴い，全壊や半壊に至る被害は減
少している。ところが，屋根葺き材や外壁材などの被害は依然として多い状況にある
1-4)
。そ
の要因としては，適切な設計用風荷重の設定がなされていないこと，設計用風荷重に対する
適切な耐力評価がなされていないこと，適切な施工がなされていないことが考えられる。こ
のうち，適切な設計用風荷重の設定と耐力評価については，耐風設計の段階において検討さ
れる内容であり，それらに関する技術的な情報が不十分であることが外装材の強風被害の一
因になっていると推測される。 
建築物の外装材設計用風荷重を算定するためのピーク風圧係数は，建築基準法
1-5)
や建築物
荷重指針
1-6)
などの基規準に示されているが，基本的な形状の建築物にしか対応していないの
で，それらの例示は必ずしも十分ではない。例えば，寄棟屋根は基本的な屋根形状のひとつ
であるにも関わらず，国内の基規準には外装材のピーク風圧係数が示されていない。寄棟屋
根の外装材のピーク風圧係数についての研究事例は比較的少なく，寺崎ら
1-7)
によって，2 階
建ての住宅を対象とした場合の事例については報告されているが，建築物の平面の辺長比や
高さを変化させた場合の影響については未だ不明である。強風被害の事例の多い，住宅の軒
天井やピロティ内部の天井面についてもピーク風力係数に関する研究事例は少ない。中田ら
1-8)
は，1 階の全体がピロティになっている 3 階建ての住宅を対象に風洞実験を行ない，軒天
井の端部付近では屋根面の負のピーク風圧係数を超える値が見られることを報告している。
また，建築物には様々な付属物が取付けられる場合があり，それらの付属物に作用するピー
ク風力の特性は明らかではないものも多いが，バルコニーの手摺，装飾用フィンなどの建築
物の付属物に作用するピーク風力特性に関する研究事例
例えば 1-9),1-10)
も増えつつある。近年，
再生可能エネルギーとして注目されている太陽電池が建築物上に設置されるケースが増え
ており，山本ら
l-11)
，染川ら
1-12)
によって建築物の屋上に設置される太陽電池モジュールに作
用するピーク風力係数に関する研究事例も見られる。ところが，施工件数の多い低層住宅の
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屋根に設置される太陽光発電モジュールのピーク風力につてい系統的に整理された研究事
例はない。このように，建築物の外装材や付属物の設計用風荷重を算出するためのピーク風
力係数は，必ずしも十分に提供されているわけではなく，様々な形状の建築物や付属物のピ
ーク風力の特性を把握することは，安全かつ合理的な耐風設計を行う上で重要である。 
また，建築物の外装材や付属物の耐風性能を確保するためには，台風等の強風時における
変動風圧の特性を把握し，繰返し荷重に対する疲労損傷についても確認する必要がある。オ
ーストラリアのダーウィンンを襲ったサイクロン Tracy の被害報告 1-13)では，変動風圧によ
る繰返し荷重によって多くの金属屋根で疲労損傷が見られたとしており，E. D. Jancauska ら
1-14)
は，熱帯性サイクロンが通過した時に屋根面に作用する変動風圧の波形を作成し，金属
製の波板の疲労損傷度を評価した事例を報告している。ところが，外装材に作用する変動風
圧の振幅や繰返し回数についての研究事例は比較的少なく，現状では外装材の疲労損傷に寄
与する変動風圧の特性については明らかになっていない。 
一方，建築物の外装材や付属物の耐風性能を確認するための手段として，実物での強度試
験が実施されることがある。その場合，構成部材ごとの強度試験の結果によって確認される
こともあるが，外装材や付属物は荷重の伝達経路が複雑になる場合が多いことから，全ての
部材を組み上げた状態で強度試験を行うアセンブリ試験を推奨している文献
1-15)
もある。窓
や戸のように，JIS 規格 1-16）で試験方法が詳細に決められている場合もあるが，多くの外装
材や付属物については耐風性能を確認するための試験方法の規格がない。そのため，適切な
強度試験が実施されていない場合も見受けられる。また，外装材や付属物においては，風圧
変動に伴う繰返し荷重による疲労損傷に対しては，その安全性が確認されていない場合がほ
とんどである。このような現状から，耐風性能を確認するための強度試験の考え方を示し，
その試験方法を提案することは，建築物の外装材や付属物の耐風性能を確保するためには非
常に重要である。 
 
1.2 研究目的 
建築物の外装材や付属物の耐風性能を確保するためには，外装材や付属物に作用する風力
特性を把握するとともに，耐力評価のための強度試験の方法を提案することが重要である。
本研究の目的は，未だ明らかになっていない建築物の外装材や付属物に作用する風力の特性
を風洞実験によって明らかにし，静的設計での風荷重算定に用いられるピーク風力係数を提
案するとともに，ピーク風力に対する静的載荷試験の結果を示し，静的設計手法での耐風性
能評価の方法についても提案することである。また，台風通過に伴い建築物の屋根面や壁面
に作用する変動風圧の特性を明らかにし，外装材の疲労損傷に寄与する繰返し荷重について
の検討結果を示すこと，変動風圧を想定した繰返し載荷試験の結果より，繰返し荷重に対す
る耐風性能評価の方法についての検討結果を示すことである。 
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1.3 研究概要 
 本研究では，建築物の縮小模型を用いた風洞実験と外装材および付属物の載荷試験を実施し，
建築物の外装材や付属物に作用する風圧特性と外装材の耐風性能評価の方法について検討し
た。 
第 1 章では，建築物の外装材および付属物の耐風設計の現状と問題点を示し，過去の研究成
果と本研究の位置づけについて述べる。 
第 2 章では，低層住宅の寄棟屋根，軒天井，ピロティ内部および屋根上に設置される太陽電
池モジュールを対象とした風洞実験の結果から，それらについてのピーク風力特性を示すとと
もに，等価静的設計に用いられるピーク風力係数を提案する。 
第 3 章では，金属屋根葺き材，太陽電池モジュールおよびバルコニー手摺の実物試験体を用
いた載荷試験を実施し，耐風性能を評価するうえでの問題点と試験方法の提案を行う。 
第 4 章では，一つの台風が通過した時の建築物の屋根および壁の外装材に作用する変動風圧
特性を明らかにする。また，代表的な外装材の疲労損傷曲線を用いることにより，外装材の疲
労損傷に寄与する変動風圧の特徴についても述べる。 
第 5 章では，屋根葺き材およびバルコニー手摺の実物試験体を用いた繰返し載荷試験を行な
い，風圧変動に伴う繰返し荷重による疲労損傷の可能性を示すとともに，繰返し載荷試験での
課題についても述べる。 
第 6 章では，本研究の結論を示したうえで，建築物の外装材および付属物の耐風設計および
耐風性能評価に関する課題について述べる。 
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第 2 章 建築物の外装材および付属物に作用するピーク風力 
 
2.1 序 
建築物の外装材設計用風荷重は，変動する風力のピーク値として与えられることが一般的で
あり，建築基準法や建築物荷重指針
2-1 )
などの基規準においては，それらを算出するためのピ
ーク風圧係数が示されている。ところが，これらの基規準に示されれているピーク風圧係数は，
基本的な建築物の形状についてのみであり，建築物の多様な形状に対応するためには必ずしも
十分ではない。また，建築物の付属物のピーク風力係数に関する情報はさらに少なく，研究事
例も少ない。これらのことから，様々な建築物の形状についてのピーク風圧の特性を把握し，
設計用のピーク風圧係数を提案することは設計用風荷重を設定するうえで重要である。 
本章では，縮小模型を用いた風洞実験を行い，建築物の外装材や付属物に作用するピーク風
圧およびピーク風力の特性を示すとともに，設計用のピーク風圧係数おおよびピーク風力係数
を提案する。 
 
2.2 寄棟屋根のピーク風圧特性 
寄棟屋根は切妻屋根と並び一般的な勾配屋根形状のひとつで，寄棟屋根をもつ建築物は主に
住宅などの低層建築物である。低層建築物の強風被害の多くは屋根に見られ，屋根の設計用風
荷重を正しく見積もることは強風被害の低減に必要である。建築物の設計用風荷重は，平成
12 年建設省告示第 1454 号，1458 号や日本建築学会建築物荷重指針に規定されているが，これ
らの基規準には，切妻屋根や円弧屋根などの他の屋根形状については示されているが，寄棟屋
根の設計用風圧係数の例示はない。一方で，ASCE 72-2)や Eurocode2-3)などの海外の基規準には
屋根の基本形状のひとつとして寄棟屋根の設計用風圧係数が示されている。 
Meecham ら 2-4)は勾配 18.4°の切妻屋根と寄棟屋根をもつ 2：1 平面の低層建築物の風圧実験
結果の比較を行い，両者の屋根全体の風力にはあまり差がないが，局部風圧に顕著な差が見ら
れ，寄棟屋根では負のピーク風圧係数－4.0 の発生を示している。Xu and Reardon2-5)は勾配 15°，
20°および 30°の寄棟屋根をもつ 2：1 平面の低層建築物に作用する風圧を測定し，勾配 20°
では棟の直ぐ風下側で－5.2，勾配 30°では風上側コーナー部の隅棟の直ぐ後で－5.5 の最大負
ピーク風圧係数を示すとしている。Ahmad and Kumar2-6)は 2：1 平面の建築物について 10°～
40°までの 5°ピッチで変化させた 7 つの勾配の寄棟屋根の風圧測定で，勾配 40°の屋根コー
ナー部で最も強い負圧としてピーク風圧係数で－4.93 が生じたとしている。 
本節では，寄棟屋根をもつ低層建築物の縮小模型を用いた風洞実験によって，平面形状，屋
根勾配，軒の出などのパラメータを変化させた場合の屋根外装材のピーク風圧特性について系
統的に整理し，外装材設計用のピーク風圧係数を提案する。 
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2.2.1 測定条件 
実験模型は，正方形平面（幅 B＝9m×奥行き D=9m）および長方形平面（B=12m×D=6m）
の寄棟屋根をもつ低層建築物を想定した縮尺 1/30 の模型である。実験模型の形状および寸法
を図 2.2.1に示す。模型では，軒高さ(h=120mm)を一定にして，4 つの屋根勾配（β=10, 20, 30, 
40°）を設定し，それぞれの屋根模型について壁面の位置を軒から内側に移動させて軒の出を
作った。実験模型の 
風圧測定点は正方形平面では 284 箇所，長方形平面では 276 箇所に設けた。実験気流は，べ
き指数が 0.2，模型頂部付近の乱れ強さが 20％，乱れのスケールが約 300mm（実スケールの
10ｍ相当）である。実験気流の特性を図 2.2.2 に示す。測定風向は，模型形状の対称性を利用
して，風向角θ=0°～45°の範囲の 5°ピッチとした。風圧測定はサンプル周波数を 400Hz
として全点同時測定を行なった。各測定点での平均風圧およびピーク風圧は実時間の 5 分間相
当の平均値および 0.2 秒間相当のピーク値とし，それぞれ 3 回のアンサンブル平均により求め
た。低層建築物の一般的な屋根葺き材である瓦の場合，1 枚あたり受風面積が約 0.1ｍ2と小さ
いことから，風外力のピーク値を推定する平均化時間は 0.05 秒程度（TVL 法 2-7）で k=5 程度
を仮定した場合）がふさわしいが，外力に対する瓦の応答性を考慮し，ここでは平均化時間
0.2 秒間のピーク値とした。屋根勾配の違いによって屋根高さが異なるので，風圧係数はそれ
ぞれの勾配における平均屋根高さ H での速度圧で基準化した。実験時の風洞風速は屋根の平
均高さ H において約 10m/s である。各測定点での風圧は，建築物の屋根平均高さ H での速度
圧 qH で基準化し，式(2-1)～(2-3)に示す平均風圧係数 PC およびピーク風圧係数 PCˆ ， PC
(
で表
した。 
 
HP qPC /=    (2-1) 
HP qPC /ˆˆ =     (2-2) 
HP qPC /
((
=    (2-3) 
 
ここで，P およびPˆ ， P
(
は各測定点での平均風圧および正側のピーク風圧，負側のピーク
風圧である。 
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建築物の各部の寸法 
 正方形平面 長方形平面 
屋根の幅 B 30cm（9m） 40cm（12m） 
屋根の奥行き D 30cm（9m） 20cm（6m） 
軒高 h 12cm（3.6m） 12cm（3.6m） 
屋根勾配 β 10°，20°，30°，40° 10°，20°，30°，40° 
屋根平均高さ H 13.3，14.7，16.3，18.3cm 
（4.00，4.42，4.90，5.49m） 
12.9，13.8，14.9，16.2 
（3.86，4.15，4.47，4.86m） 
軒の出 b 
 
0，2，4cm 
（0，0.6，1.2m） 
b/B＝0，1/15，2/15 
0，2cm 
（0，0.6m） 
b/B＝0，1/20 
注：（ ）内は想定した実建築物の寸法を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.2.1  実験模型の形状および寸法 
図 2.2.2  風洞気流特性 
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2.2.2 寄棟屋根のピーク風圧 
（1）風圧分布の特性 
軒の出がない（b/B=0）寄棟屋根について，壁面に正対する風向（θ＝0°または 90°）に
おける，風に平行な屋根中心線上の風圧分布を図 2.2.3および図 2.2.4 に示す。図には平均風
圧係数 PC および，正側および負側のピーク風圧係数 PCˆ ， PC
(
を示している。 
屋根勾配が β≦20°においては，平面形状に関わらず風上側の軒先で剥離した流れの影響に
より，屋根面の風上端部付近で強い負圧の発生が見られ，長方形の勾配 β＝20°ではピーク風
圧係数で PC
(
＝－3 を超える。屋根勾配の増加に伴い風上面での風圧係数は正側に変化し，β
＝40°では風上側の広い部分で平均風圧係数が正の値を示す。このことは，屋根勾配が大きい
場合には風上側の軒先で剥離した流れが風上屋根面で再付着することを示している。正方形平
面の β＝20°では，棟頂部付近で負圧が大きいことが特徴的で，棟頂部の直ぐ風下側では PC
(
=
－2.65 を示す。また，長方形平面の β≧20°での大棟風上端部付近でも強い負圧が見られ，β
＝40°では PC
(
=－2.31 を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2.3 正方形平面寄棟屋根中心線上の風圧係数分布 
(a) β＝10° (b) β＝20° 
(c) β＝30° 
(d) β＝40° 
負側のピーク風圧係数 
平均風圧係数 
正側のピーク風圧係数 
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低層建築物の屋根葺き材の被害は，主に強い負圧による損傷が主要因であることから，こ
こでは負側のピーク風圧係数に着目し，特徴的なピーク風圧係数の分布の例を図 2.2.5 およ
び図 2.2.6 に示す。測定された全ての測定ケースで負圧が最も強くなるのは，いずれの平面
形状においても勾配 β＝10°で軒の出がない場合における風上側のコーナー部付近であり，
正方形平面で PC
(
=－7.5，長方形平面で PC
(
=－8.5 を示す（図 2.2.5 (a)， 図 2.2.6 (a)）。こ
れらの非常に強い負圧は局所的であり，軒の出がある場合には低減する傾向が見られる。一
方，勾配 β＝30°，40°では，軒の出がある場合の方がコーナー部付近の負圧は逆に増大す
る傾向が見られる（図 2.2.6 (c)，(d)）。これは，図 2.2.7 に示すように，コーナー部を斜め
に横切る気流が屋根上面で曲率を増す翼周りの気流のような効果をもたらしたものと考えら
れる。 
正方形平面の屋根勾配 β＝20°では，隅棟に沿って PC
(
＝－3 を超える比較的強い負圧が広
い範囲に分布していることが分かる（図 2.2.5 (b)）。長方形平面の屋根勾配 β＝20°でも隅
棟から大棟にかけての比較的広い範囲で強い負圧が分布しており，大棟の端部付近で PC
(
＝
－6 程度の値を示す（図 2.2.6 (b)）。この結果は Xu and Reardon2-5)の結果に近い。 
図 2.2.4 長方形平面寄棟屋根中心線上の風圧係数分布 
(c) β＝30° (d) β＝40° 
正側のピーク風圧係数 
平均風圧係数 
負側のピーク風圧係数 
(b) β＝20° (a) β＝10° 
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図 2.2.7 コーナー部でのピーク風圧係数 PC
(
の分布（β＝40°，b/B=1/20，θ＝90°） 
図-2.2.5 ピーク風圧係数 PC
(
の分布の例（正方形平面） 
(b)β＝20°，b/B=2/15，θ＝45° (a)β＝10°，b/B=0，θ＝15° 
図 2.2.6 ピーク風圧係数 PC
(
の分布の例（長方形平面） 
(a)β＝10°，b/B=0，θ＝30° 
(b)β＝20°，b/B=0，θ＝45° 
(c)β＝40°，b/B=0，θ＝90° 
(d)β＝40°，b/B=1/20，θ＝90° 
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正方形平面の寄棟屋根で最も強い負圧が見られた勾配 β＝10°の風上側軒先部分に注目し，
軒の出による風圧分布の変化を図 2.2.8 に示す。軒の出に係わらず，最も強い負圧が発生す
る風向はθ＝15°であった。風上側コーナー部付近の強い負圧は軒の出がない b/B=0 の場合
が最も大きく， PC
(
=－7.55 を示す。ただし，強い負圧が発生する領域は局所的であり，x/B＝
0.1（建築物幅の１割）の位置ではピーク風圧係数の値は半減する。また，この強い負圧は軒
の出がある場合に小さくなることが分かる。一方，x/B≧0.2 の領域においては，軒の出によ
らず PC
(
=－2.5～－3.5 を示しており，軒の出による差は小さい。軒先部付近での負圧は，軒
の出による影響が大きいと予想されたが，風上側のコーナー部付近の比較的狭い範囲を除け
ば，軒の出による影響は小さいことが分かる。 
図2.2.9に長方形平面の寄棟屋根において非常に強い負圧の発生が見られた勾配 β＝10°の
コーナー部付近の測定点（図中の点 A）と，勾配 β＝20°の大棟端部付近の測定点（図中の点
B）についての負側のピーク風圧係数 PC
(
の風向による変化を示す。実験ではθ＝0°～90°ま
での風向範囲しか測定していないが，同図には建築物の形状の対称性を利用して対称点での
測定データを用いることによりθ＝0°～360°までの風向範囲について表している。コーナ
ー部の点 A において強い負圧を示す風向は点 A が風上側に位置する風向であり，θ＝345°
（～0°）～55°の広い風向範囲で PC
(
＝－6 を超える強い負圧を示し，特にθ＝10°～40°の
範囲では PC
(
＝－8 を超える非常に強い負圧を示す。また，大棟端部付近の点 B においてもθ
＝30°～55°の比較的広い風向範囲で PC
(
＝－5 を超えている。これらの部位で発生する非常
に強い負圧は局所的であるが（図 2.2.6 (a),(b)参照），風向変化に対して鈍感であり，自然風
のような風向変動が大きい場合においても強い負圧が発生する可能性は高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.2.8 風上側軒先端部における 
ピーク風圧係数 PC
(
の分布 
（正方形平面，β＝10°） 
PC
(
−  
図 2.2.9 代表点におけるピーク風圧係数 PC
(
の風向変化（長方形平面） 
PC
(
−  
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（2）寄棟屋根の外装材設計用ピーク風圧係数 
多くの基規準では，屋根面の幾つかのゾーンに分けてゾーン毎の設計用風圧係数を与えて
いる。ここでは，前述の風圧分布をもとに図 2.2.10 に示す A～F のゾーンに分け，各ゾーン
について求めた全風向中の負側のピーク風圧係数 PC
(
の最小値（以後，最小ピーク風圧係数と
呼ぶ）を求めた。ASCE 72-2)では，大棟および隅棟のゾーンの幅を0.2a（ASCE 7でのaの値は，
建築物の短辺長さと高さ H の 0.4 倍の値のいずれか小さい方としている）として比較的広い範
囲を設定しているが，ここでは棟周辺での強い負圧が棟に沿った比較的狭い領域に見られる
ことから，ゾーン幅を 0.1a としている。また，大棟周辺での非常に強い負圧は大棟端部付近
に見られたことから，大棟周辺のゾーンについては端部と中央部に分けてゾーン E，Fを設定
した。なお，正方形平面においては，大棟がないのでゾーン F の設定はないが，ゾーン E に
ついては棟頂部から隅棟に沿った 0.1a の範囲を設定する。各ゾーンでの最小ピーク風圧係数
の，屋根勾配および軒の出の有無による変化を図 2.2.11 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.2.10 設計用ピーク風圧係数のゾーニング 
注：aの寸法は建築物の
幅，奥行きでなく屋
根平面の寸法を基
準にしている。 
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ゾーン A（コーナー部）の最小ピーク風圧係数は，軒の出の有無により傾向が異なる。軒の
出がない場合には勾配 β＝10°のときに最小ピーク風圧係数が最も小さく（絶対値が大きく），
正方形平面で PC
(
=－7.5，長方形平面で PC
(
＝－8.5 を示した後，β の増加に伴い大きく（絶対
値が小さく）なり，β≧30°では半減する。軒の出がある場合には，β＝10°のときに正方形平
面で PC
(
=－5.0 程度，長方形平面で－7.5 を示し，β＝20°で最小値を示した後，β≧30°では
逆に増加する傾向を示す。なお，軒の出がある場合の β＝40°での最小ピーク風圧係数は，
軒の出がない場合より小さく，正方形平面で PC
(
=－5～－5.5，長方形平面で PC
(
=－7 を示す。
図 2.2.11 ゾーン別の最小ピーク風圧係数 
(a) ゾーン A（コーナー部）
PC
(
−
 
(d) ゾーン D（一般部） 
PC
(
−
 
(b) ゾーン B（隅棟部） 
PC
(
−
 
(e) ゾーン E（大棟端部） 
PC
(
−
 
(c) ゾーン C（周縁部） 
PC
(
−
 
(f) ゾーン F（大棟中央部）
PC
(
−
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ゾーン B（隅棟部）では，正方形平面の場合，勾配 β＝20°のときにのみ最小ピーク風圧係数
が小さくなる傾向にあるが，長方形平面の場合には，その傾向は顕著でない。このゾーンで
の最小ピーク風圧係数は，いずれの屋根勾配においても正方形平面より長方形平面の方が小
さく， PC
(
=－4 程度の値を示す。ゾーン C（周縁部）での最小ピーク風圧係数は，屋根勾配 β
の増加に伴い漸増する傾向にあり，長方形平面の場合にその傾向は顕著である。ゾーン D（一
般部）においては，長方形平面の方が大きい値を示し，長方形平面においては屋根勾配 βの増
加に伴い漸減する。このゾーンにおいても軒の出による影響は小さい。ゾーン E（大棟端部）
においては，正方形平面，長方形平面ともに屋根勾配 β＝20°で最大値を示し，この傾向は
正方形平面より長方形平面の方が顕著である。また，長方形平面の β＝20°での最小ピーク
風圧係数は PC
(
=－6.0 の非常に小さい値であり，同じ勾配の正方形平面での約 2 倍の値を示す。
ゾーン F（大棟中央部）においても β＝20°で最も小さくなる傾向を示すが，その値はゾーン
E（大棟端部）より大きく PC
(
=－4.0 程度である。 
また，各ゾーンでの最小ピーク風圧係数は，正方形平面より長方形平面の方が小さくなる。
また，軒の出による影響はゾーン A（コーナー部）で顕著に見られるが，その他のゾーンでは，
軒の出の有無および軒の出の大きさによる差は比較的小さい。 
なお，図 2.2.11 に示された各屋根勾配での上限値（図中の破線）を用いることにより，寄
棟屋根の屋根葺き材の設計用風荷重を概ね安全側に設定できると考えられる。それら値を表
2.2.1に示す。 
 
表 2.2.1 寄棟屋根の外装材設計用ピーク風圧係数の提案値 
屋根勾配 β 
（deg.） 
ゾーン 
A B C D E F 
10 －8.5 －4.0 －4.5 －4.0 －3.0 －3.0 
20 －5.5 －4.0 －3.8 －3.8 －6.0 －4.0 
30 －5.0 －4.0 －3.0 －3.7 －4.0 －3.0 
40 －7.0 －4.0 －3.0 －3.5 －4.0 －2.0 
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2.3 低層住宅の軒天井におけるピーク風圧特性 
軒天井の強風による被害は多く見られる。被害には，軒天井が正圧により軒裏側に押されて
被害を受けたケースと，負圧により外側に剥離したケースの両方がある。軒天井は一般に屋根
葺き材や外壁などに比べて取り付け強度が比較的低い場合が多いが，軒天井についても耐風設
計がなされるべきで，そのためには設計用風圧係数が必要である。軒天井の設計用風圧係数は
建築基準法や荷重指針に示されていないが，オーストラリア・ニュージーランド規準
2-8)
にお
いて，「軒下の圧力は注目する面の下につながる壁表面の圧力を適用する」と書かれている。
山内ら
2-9）
は中高層建築物の最上階の軒天井に作用する風圧の特性について明らかにしている。
本節では住宅の軒天井の風圧係数を風洞実験により求め，オーストラリア規準の適用性を検討
し，軒天井の設計用ピーク風圧係数を提案する。 
 
2.3.1 測定条件 
実験模型は，図 2.3.1に示す幅 B=30cm×奥行き D=30cm の寄棟屋根をもつ正方形平面の建
築物模型で，縮尺は 1/30 とした。模型は平屋を想定した h=12cm（1S）と 2 階建てを想定した
h=24cm（2S）の 2 通りに，屋根勾配を 4 通り（β=10, 20, 30, 40°）に変化させることができ
る。また壁面の位置を変化させることで b/B=1/15 と 2/15 の 2 通りの軒の出を作ることができ
る。風圧測定点は軒天井と壁面に設けた。実験気流は乱れ強さ 20％，べき指数 0.2 の気流とし
（図 2.2.2参照），屋根の平均高さ H における風速を約 10m/s（軒高 1h），約 12m/s（軒高 2h）
とした。実験風向は模型の対称性を考慮して 5°ピッチで 0°～45°のみ測定した。速度圧に
ついては，勾配の違いにより屋根高さが異なるので，各勾配の平均屋根高さ H を基準とした。
サンプリング周波数は 400Hz で，実時間の 5 分間に相当する時間のデータを得た。チューブ
補正は周波数域で行った。軒天井の仕上げ材の大きさを考慮して 0.2 秒間相当の瞬間値として
正側および負側のピーク風圧係数 PCˆ ， PC
(
を求めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0° 45° 
B 
D 
風 
軒天井 
測定点 
Case1（b/B=1/15） 
Case2（b/B=2/15） 
β
1h,2h 
H 
β=10,20,30, 40° 
b 
壁面測定点 
図 2.3.1 実験模型の形状および寸法 
D=30cm 
H 
B=30cm 
1S：h=12cm 
2S：h=24cm 
 
1S, 2S 
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2.3.2 軒天井のピーク風圧 
全風向中，全測定点中の PCˆ の最大値および PC
(
の最小値についての屋根勾配 β，軒高 hおよ
び軒の出 b/B によるの変化を図 2.3.2 示す。 PCˆ の最大値は 1.9（β＝10°,1S，b/B=1/15）であ
り， PC
(
の最小値は－2.3（β＝10°,1S，b/B=2/15）であった。図 2.3.2 より，屋根勾配が変化
した時の PCˆ の最大値と PC
(
の最小値は，β＝40°で絶対値がやや小さい値を示すが，β≦30°
では屋根勾配 β によらずほぼ一定の値を示すことがわかる。また階数（1S と 2S）および軒の
出 b/B による差は比較的小さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
全風向中の PCˆ の最大値と PC
(
の最小値の分布の例を図 2.3.3 に示す。コーナー部（2 つの壁
の延長線上で囲まれる軒天井部分）では PCˆ ， PC
(
ともに絶対値が小さいことがわかる。コー
ナー部は壁の隅角部からの剥離流線より外側に位置するので，強い負圧が作用しないと考え
られる。また一般部（コーナー部以外の部分）において PCˆ が最大となる位置は壁面隅角部か
ら少し離れた位置にあるが，この位置では壁面からの剥離流の影響を強く受けていると考え
られる。なお，コーナー部で負圧が最大となったのは，コーナー部が風下側に位置する場合
であった。一般部で負圧が最大となったのは直下の壁面に局部風圧が生じる場合であった。
正圧が最大となったのは，コーナー部，一般部ともに直下の壁面に淀み圧が作用する場合で
あった。 
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図 2.3.2 全風向中，全測定点中の PCˆ の最小値および 
PC
(
の最小値の屋根勾配βによる変化 
PC
(
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図 2.3.3 全風向中の PCˆ の最大値と PC
(
の最小値分布 
（β=10°,1S, b/B=2/15,全体の 1/4 の領域に集約） 
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コーナー部と一般部についての全風向中，全測定点中の PCˆ の最大値と PC
(
の最小値を図
2.3.4 示す。1S，2S のいずれの場合も，コーナー部の PCˆ と PC
(
が一般部よりも絶対値が小さ
いことがわかる。 PCˆ の最大値はコーナー部で 1.5，一般部で 1.9 であり， PC
(
の最小値はコー
ナー部で－1.7，一般部で－2.3 であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.3.5 は，軒天井とその直下の壁面のピーク風圧の比較結果である。同図の縦軸は軒天井
における PCˆ の最大値および PC
(
の最小値，横軸は軒天井の直下の壁における PCˆ の最大値と
PC
(
の最小値である。軒天井の PCˆ は，直下の壁面と同程度かそれ以下の値をとることがわか
る。また軒天井の PC
(
については，コーナー部の測定点はいずれも直下の壁面よりも大きい（絶
対値が小さい）値を示す。壁面より小さい（絶対値が大きい）値を示すのはいずれも一般部の
測定点であり，一般部の PC
(
は最小で直下の壁の PC
(
の約 1.2 倍であった。オーストラリア規準
2-8)
と比較すると，一般部の正圧についてはこの規準を適用することができるが，負圧につい
ては直下の壁表面の圧力を超えることがあるので適用できない場合があると考えられる。コー
ナー部については正圧，負圧ともに直下の壁面より絶対値が小さくなるので，この規準を適用
すると安全側の設計になると考えられる。 
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以上の測定結果から，図 2.3.6に示す軒天井の設計用ピーク風圧係数を提案する。本提案で
はコーナー部と一般部を区別した。また軒高と軒の出の違いによる区別は設けず，安全側の値
を設定した。軒天井はここで示した風圧係数を用いて，正と負の両方の荷重について設計され
る必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.4 ピロティ内部のピーク風圧特性 
建築物の下層部にピロティが設けられる場合がある。ピロティ風と呼ばれるビル風に代表さ
れるように，ピロティ内部に強風が発生することはよく知られているが，ピロティ内部の外装
材，特に天井材については耐風設計がなされていないことが多い。ところが，台風や竜巻等の
強風被害においてピロティ内の天井材の破損や脱落する事例が多い
2-10)
。これは，建築基準法
や建築物荷重指針
2-1)
にピロティ内の外装材設計用の風圧係数が示されていないことが一因で
あり，ピロティ内部のピーク風圧特性を明らかにすることは重要である。 
本節では，ピロティを有する高層建築物を対象とした風洞実験によりピロティ内部の風圧測
定を行い，ピロティ内の天井面および壁面のピーク風圧の特性について報告する。 
 
2.4.1 測定条件 
実験模型は図 2.4.1に示す幅 B=9cm×奥行き D=9cm の正方形平面の高層建築物の模型で，
高さは H=18，27，36cm の 3 種類（H/B=2,3,4）を設定した。模型の縮尺を 1/400 としたので，
実建築物の寸法は，B=36m×D=36m×H=72，98，144m に相当する。ピロティの開口は建築
物の平面の中央を貫通する場合を Case1，平面の端部に配置した Case2，平面のコーナー部に
配置したCase3の 3つのケースを想定した。ピロティの高さ hは，いずれのケースも建築物高
さ H に関わらず h＝3cm（実物で 12ｍ）の一定値とした。風圧測定点は，ピロティ内の天井（24
点）と壁面（24 点×2 面）の計 72 箇所に設け，ピロティ開口部周りの外壁面にも測定点を設
けた。風洞気流は建築物荷重指針に示された地表面粗度区分Ⅲに相当する境界層乱流とし，
実験風速は模型頂部において 10.1m/s（H=18cm），10.9m/s（H=27cm）11.6ｍ/s（H=36cm）と
した。実験風向は 5°間隔の 72 風向とし，開口部を有する面に正対する風向をθ=0°とした。
測定した各測定点での風圧は，実時間の 10 分間に相当する平均値と 0.5 秒間相当のピーク値
図 2.3.6 軒天井の設計用ピーク風圧係数 
コーナー部：1.5，－1.7 
一般部：1.9，－2.3 
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とし，それぞれ 5 回のアンサンブル平均により求めた。風圧係数は各模型頂部高さ H におけ
る平均速度圧 qHで基準化し，平均風圧係数を PC ，また正側のピーク風圧係数を PCˆ ，負側の
ピーク風圧係数を PC
(
として表した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.4.1 実験模型の形状および寸法と風圧測定点 
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2.4.2 中央部配置の場合 
ピロティ天井面の平均風圧係数 pC は，図 2.4.2 に示すようにいずれの風向においても負の
値を示す。θ＝0°～45°では風上側の a 点で－0.8～－1.0，風下側の h 点で－0.2～－0.4 の流
れ方向に変化する分布を示し，θの増加とともに各点の値の差は小さくなり，ピロティの軸が
風に垂直なθ＝90°ではいずれの測定点も－0.7 の一様な分布を示す。θ＝90°～180°ではｄ
点と e 点を中心に風上と風下が反転し，θ＝0°～90°までの逆対称の変化を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ピーク風圧係数分布の例を図 2.4.3に示す。この図はピロティ内の壁面および天井面の展開
図として表している。図 2.4.3の(a)は PCˆ が大きくなる風向θ＝60°の結果である。 PC はいず
れの風向でも負であるが， PCˆ の正の値がピロティ開口部の入口付近の狭い範囲にのみ現れる。
この風向では壁の一部に風が直接当たるため正圧が発生し，それが天井にも伝わって弱い正圧
が発生するが，ピロティの内部に入るにとその影響は伝わらず，開口部の風上側入口付近以外
は弱い負圧となる。この傾向は建築物の高さによって変化しない。 PCˆ の最大値は，H/B＝2 の
場合には壁面で 1.2，天井面で 0.7 程度であるが，建築物が高くなるとやや小さくなる傾向に
ある。図 2.4.3の(b)は PC
(
が小さくなる（絶対値が大きくなる）θ＝15°の結果である。 PC
(
が
最も小さくなる部位は，風上側開口部から少し中に入ったところであり，この傾向も建築物の
高さによって変化しない。 PC
(
の最小値は，H/B＝2 の場合には壁面，天井面ともに－2.7 程度
であり，H/B＝3 の場合にやや小さくなる傾向が見られる。 
 
 
 
 
図 2.4.2 ピロティ内部の天井面における平均風圧係数の風向による変化 
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図 2.4.4 は，各測定点における全風向中のピーク風圧係数 PCˆ の最大値と PC
(
の最小値の分布
の例である。この図では，ピロティ全長の半分に集約し，左側に最大値，右側に最小値の分布
を示している。ピーク風圧係数の最大値が大きくなるのは，前述のθ＝60°での正側のピーク
風圧係数の分布図と同様に開口部付近の狭い範囲（開口部幅の 1/2 程度の範囲まで）のみであ
り，ピロティの中央部付近ではほぼ 0 となる。一方，ピーク風圧係数の最小値は，開口部から
少し中に入ったところで最も小さく（絶対値が大きく）なり，ピロティの全長に亘って－2 を
超える比較的小さい値を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.4.5 は，天井面と壁面のそれぞれにおける全測定点中のピーク風圧係数の最大値と最小
値のアスペクト比 H/B による変化である。ピーク風圧係数の最大値は天井面および壁面とも
に H/B の増加とともに減少し，天井面で 0.7～0.5，壁面で 1.2～1.0 を示している。これらの値
図 2.4.3 ピーク風圧係数分布の例（H/B=2） 
ピロティ 
正面 
平面 
(a) 正側のピーク風圧係数 pCˆ  
θ=60° 
(b) 負側のピーク風圧係数 PC
(
 
θ=15° 
図 2.4.4 ピーク風圧係数 PCˆ の最大値および PC
(
の最小値の分布 
（中央部配置，H/B=2） 
PCˆ の最大値 PC
(
の最小値 
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をピロティの高さ h（12m 相当。いずれの模型も同じ高さ）での速度圧 qhで基準化したピーク
風圧係数に換算すると，それぞれ一定値に近い値（天井面で 1.4～1.5，壁面で 2.5～2.7）を示
すことから，ピロティ内部での正圧は建築物高さ H の影響を受けにくい。一方，ピーク風圧
係数の最小値は天井面と壁面のいずれも－2.6～－2.8 のほぼ一定値を示しており，ピロティで
の負圧は建築物高さ H の増加に伴って強くなることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上の結果から，ピロティ内の壁面と天井面の外装材設計用ピーク風圧係数を表 2.4.1のよ
うに提案する。正の設計用ピーク風圧係数についてはピロティの開口部から b/2 の範囲につい
て PCˆ の最大値を適用し，負の設計用ピーク風圧係数についてはピロティ内の天井と壁の全面
に PC
(
の最小値（絶対値の最大値）を適用する。なお， PCˆ の最大値は建築物の高さとともにや
や減少し， PC
(
の最小値は H/B＝3 のときが最も小さくなる傾向にある。建築物の高さによるピ
ーク風圧係数の変化の幅はいずれも 0.2 程度であるが，ここでは，一般に高層建築物の周辺に
中低層の建築物が多くあるのでそれらの遮風効果を考慮して，図 2.4.5の平均値を設計用ピー
ク風圧係数とした。 
 
表 2.4.1 中央部配置のピロティ内での 
外装材設計用ピーク風圧係数の提案値 
 
 
 
 
 
＊：基準速度圧は建築物頂部高さで定義 
 
2.4.3 端部配置の場合 
天井面の平均風圧係数 PC の分布を図 2.4.6 に示す。風向角θ=0°では，天井面の風上側と
風下側（奥の壁面側）の領域で正圧，中央部で負圧となっており，天井面での風圧は特異な分
布を示している。この風向では奥に壁があるので，空気は接近流の方向に流れず，建築物の両
 
ピーク風圧係数
＊
 適用範囲 
正 
天井：0.6 
壁：1.1 
開口部より開口幅
の 1/2 まで 
負 天井，壁：－2.7 天井および壁の 
全面 
(a) 最大値 (b) 最小値 
ピーク風圧係数 ピーク風圧係数 
図 2.4.5 PCˆ の最大値および PC
(
の最小値の高さによる変化 
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サイドに向かって流れる。天井面の下の空間には正面から接近する水平流と建築物正面の壁に
沿って下降する流れが入ってくるのでこの空間全体の流れの場には正の圧力が作用するが，建
築物の両サイドの壁に作用する負圧がこの空間の空気を強く吸い込み，天井面の中央部だけに
負圧が作用すると考えられる。θ=45°では，風上側の奥の壁に近い部分で PC ≒0.4 を示し，
風下側に向かって単調に減少する分布を示し，θ=0°の時に見られた天井面の中央部だけに負
圧が作用する特異な分布は見られない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
天井面中心線上におけるθによる PC の変化を図 2.4.7 に示す。天井面に正圧が作用する可
能性があるのはこの部分が風上に面した風向に限られるが，図 2.4.6に示したように，真正面
(θ=0°)の風向でも天井面中央部は負圧が作用する。θが増すにつれて天井面中央部の風上側
（点 a 側）で正圧が発生し，θ＝45°付近の風向角で最大値 PC ≒0.4 を示した後，負圧に転じ
θ＝85°付近で最小値 PC ≒－0.85 を示す。一方，天井面中央部の風下側の点（点 h 側）では
風向に関わらず負圧を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a      d       h 
θ 
図 2.4.7  天井面中心線上の平均風圧係数 PC の風向による変化 
PC
図 2.4.6  天井面の平均風圧係数 PC の分布 
(a) H/B=2,θ=0° (b) H/B=2,θ=45° 
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図 2.4.8 は建築物幅方向の中心線上の断面に位置する天井面とそれに接する奥の壁頂部近
くの PC を示したものである。この断面での風圧分布はほぼ正面からの風向(θ<60°)で点ごとの
値に違いが見られるが，それ以降の風向(θ≧60°)ではほぼ同じで，θ=90°で最小値 pC ＝－0.7
を示した後，建築物の背面にほぼ等しい PC ＝－0.3 に近づく。θ<60°での平均風圧係数の変化
は次のような傾向を示す。奥壁面の頂部付近の点 4 での風圧と，それに接する天井面端部付近
の点 3 での風圧の風向による変化の傾向はほぼ同じであり，θ=0°で最大値 PC ≒0.6 を示し，
θの増加と共に減少する。天井面の点 1 ではθ=0°で奥に位置する点より小さい PC ≒0.3 の正
圧を示し，θの増加と共に減少する。中央部の点 2 ではθ=0°でほぼゼロで，この点を挟む風
上側と風下側の両点の圧力よりも小さい。θが増すと風圧係数は増加し，θ＝45°付近で最大
値 pC ≒0.2 を示した後に減少する。 
風向θ=0°のときの天井面に作用する風圧変動の相互相関関数 Rij を図 2.4.9 に示す。天井
面中央の点 2 は風直交方向の点 a, h と奥の壁に近い点 3 との間で相関が高いが，風上側の点 1
とは，点間の距離が小さいにも関わらず相関が低い。このことは，天井面の風上端部付近の領
域のみが他の領域と異なる変動風圧発生要因をもつことを意味する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-0.2
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
-0.3 -0.2 -0.1 0 0.1 0.2 0.3
τ(sec)
R
ij
図 2.4.9  風圧変動の相互相関関数 
R(2-1) 
R(2-h) 
R(2-a) 
R(2-3) 
3 
2 
1 
a h 
-0.8
-0.6
-0.4
-0.2
0
0.2
0.4
0.6
0.8
0 45 90 135 180
風向角θ(deg)
1 2 3 4
pC
図 2.4.8  建築物の幅方向中心断面の平均風圧係数の変化 
3 2 1 
4 
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ピロティ内のピーク風圧係数 PCˆ および PC
(
の分布の例を図 2.4.10 に示す。この図ではピロ
ティの天井面と壁面の展開図として表している。正側のピーク風圧係数 PCˆ が大きくなるの
は，同図の(a)に示すピロティが風上側となるθ＝0°付近の風向であり，壁面の最下部と，
天井面の壁面に近い部分で 1.6 を示す。負側のピーク風圧係数 PC
(
が小さくなる（絶対値が大
きくなる）のは，同図の(b)に示すピロティが側面側に位置するθ＝90°付近の風向であり，
天井面では風上側端部付近で－2.8，壁面では風上側端部より少し中央部寄りの位置で－2.6
を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.4.11 は各測定点における全風向中の PCˆ の最大値と PC
(
の最小値の分布の例であり，ピ
ロティの幅の半分に集約して表している。ピーク風圧係数の最大値は，天井面で 1.0～1.6，
壁面でおおむね 1.4～1.7 を示す。ピーク風圧係数の最小値は，天井面と壁面の広い範囲で－
2.4～－2.6を示し，天井面の端部付近では局所的に－3を超える値が見られる。図2.4.12は壁
面および天井面のそれぞれにおける全測定点中のピーク風圧係数の最大値と最小値のアスペ
クト比 H/B により変化である。 PCˆ の最大値は天井面，壁面ともに，H/B の増加に伴いおおむ
ね 1.7 から 1.3 に小さくなる傾向にある。これらの値をピロティの高さ h での速度圧 qhで基準
化したピーク風圧係数に換算すると，中央部配置のピロティの場合と同様，ほぼ一定の値
（3.4～3.6）となる。一方， PC
(
の最小値は，天井面で－3～－3.5，壁面で－2.4～－2.8 を示し，
H/B の増加に伴い若干大きく（絶対値が小さく）なる傾向が見られる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.4.11 PCˆ の最大値と PC
(
の最小値の分布（H/B=2） 
ピロティ 
正面 
平面 
(a) 正側のピーク風圧係数 (b) 負側のピーク風圧係数 
θ＝0° 
θ＝90° 
図 2.4.10  ピーク風圧係数分布の例（端部配置，H/B=2） 
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以上の結果から，ピロティ内の壁面と天井面の外装材設計用ピーク風圧係数を表 2.4.2のよ
うに提案する。図 2.4.11 に示すようにピーク風圧係数の最大値および最小値は，比較的一様
な分布を示すことから，設計用ピーク風圧係数は天井面，屋根面のそれぞれに一定値を与える。
また，中央部配置の場合と同様，周辺の建築物の遮風効果を考慮して，図 2.4.12 の平均値を
設計用ピーク風圧係数とした。 
 
表 2.4.2 端部配置のピロティ内での外装材設計用ピーク風圧係数 
 
 
 
 
 
＊：基準速度圧は建築物頂部高さで定義 
 
2.4.4 コーナー部配置の場合 
H/B＝2 の建築物模型についてのピロティ内の天井面および壁面の代表的な測定点における
平均風圧係数 pC の風向による変化を図 2.4.13，図 2.4.14 に示す。ここでは軸対称性を考慮
してθ＝45°～225°の風向範囲の結果を示す。また，壁面の点 e～点 l は高さ h/2 の測定点で
ある。天井面においては，ピロティ部が風上となるθ＝45°でいずれの点も正圧を示し，奥の
壁面に近い点 d が他の点よりやや大きくなる。θの増加に伴い天井面での風圧は正圧から負圧
に変化し，θ＝100°～150°で負圧の最小値（絶対値の最大値）を示す。これらの測定点のう
ち最も負圧が強くなるのは奥から 2 番目の点 cで，θ＝115°のときに pC ＝－0.6 の値を示す。
θ＝150°以降の風向ではいずれの測定点も建築物の背面圧に近い pC ≒－0.4 を示す。ピロテ
ィ内部の壁面においても，天井面と同様にθ＝45°でいずれの点も正圧を示し，θの増加に伴
い負圧へと変化する。負圧が最も強くなる部位は，外壁ラインから少し内側の点ｆや点 g の壁
面の中央部付近であり，θ＝115°で pC ≒－0.7 を示す。なお，建築物の高さが高い H/B＝3，
4 のピロティ内部についても同様の傾向を示すが， pC の値はやや小さくなる傾向にある。 
 
ピーク風圧係数
＊
 適用範囲 
正 天井，壁：1.5 
天井および壁 
の全面 
負 
天井：－2.6 
壁：－3.3 
図 2.4.12 PCˆ の最大値および PC
(
の最小値の高さによる変化 
ピーク風圧係数 
(a) PCˆ 最大値 
ピーク風圧係数 
(b) PC
(
最小値 
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H/B＝2の建築物模型についてのピーク風圧係数 PCˆ および PC
(
の分布の例を図2.4.15および
図 2.4.16に示す。これらの図ではピロティ内部を立体的に表現している。図 2.4.15はピロテ
ィが風上に位置するθ＝45°の結果である。この風向では，天井面，壁面ともに PCˆ が大きく
なり，天井面で PCˆ =1.2～1.5，壁面で PCˆ =1.4～1.6 の値を示す。天井面ではピロティの奥の方
がやや大きくなる傾向にある。図 2.4.16 はθ＝90°の結果であり，比較的強い負のピーク風
圧が見られる。この風向では，風に対して平行となる壁面と天井面で強い負圧が見られ，いず
れも風の流れが剥離する風上端部から離れた部分で強くなることが特徴的である。壁面での強
い負圧が同心円状の分布を示していることから，ピロティ内部には風直交方向でほぼ水平の回
転軸をもつ渦が存在すると推測される。なお，同様の傾向が前項に示した端部配置のピロティ
においても見られる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.4.13 天井面での平均風圧係数の風向による変化（H/B=2） 
図 2.4.14 壁面での平均風圧係数の風向による変化（H/B=2） 
1.2 
1.4 1.4 
1.4 
1.4 
1.4 
1.6 
1.0 
1.0 
-2.6 
-0.8 
-2.2 
0.0 
0.0 
-3.4 
図 2.5.15 pCˆ の分布 
（H/B＝2，θ＝45°） 
 
図 2.5.16 pC
(
の分布 
（H/B＝2，θ＝90°） 
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H/B＝2 について，各測定点における PCˆ の全風向の最大値および PC
(
の最小値の分布を図
2.4.17 に示す。この図ではピロティ内部の天井面と壁面の展開図として表した。 PCˆ の全風向
での最大値の分布はθ＝45°の PCˆ の分布に近く，天井で PCˆ ＝1.2～1.7，壁面で PCˆ =1.4～1.7
の値を示し，ピロティ空間の奥の部分でやや大きくなる分布になる。 PC
(
の全風向での最小値
の分布の傾向はθ＝90°での PC
(
の分布の傾向に近いが，その値はやや小さく，天井面で PC
(
=
－2.5，壁面で PC
(
=－2.8 である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
天井面と壁面についての PCˆ の最大値および PC
(
の最小値の建築物の高さによる変化を図
2.4.18 に示す。 PCˆ の最大値は，天井面と壁面でほぼ同じ値を示し，H/B の増加に伴いそれら
の値は小さくなる。 PC
(
の最小値は，天井面に比べて壁面の方がやや小さく（絶対値が大きく），
H/B の増加に伴いそれらの値は大きく（絶対値が小さく）なる。なお，これらの値をピロティ
の高さ h での速度圧で基準化した場合には， PCˆ の最大値は H/B に関わらず一定値（約 3.5）
を示し， PC
(
の最小値は H/B の増加とともにその絶対値が大きくなる傾向を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上の結果から，ピロティ内の壁面と天井面の外装材設計用ピーク風圧係数を表 2.4.3のよ
うに提案する。図 2.4.17 に示すようにピーク風圧係数の最大値および最小値は，比較的一様
な分布を示すことから，設計用ピーク風圧係数は天井面，屋根面のそれぞれに一定値を与える。
図 2.4.17 PCˆ の最大値および PC
(
最小値の分布（H/B＝2） 
図 2.4.18 PCˆ の最大値および PC
(
の最小値の建築物の高さによる変化 
(a) PCˆ 最大値 (b) PC
(
最小値 
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また，中央部配置や端部配置の場合と同様，周辺の建築物の遮風効果を考慮して，図 2.4.18
の平均値を設計用ピーク風圧係数とした。 
 
表 2.4.3 コーナー部配置のピロティ内での外装材設計用ピーク風圧係数 
 
 
 
 
 
＊：基準速度圧は建築物頂部高さで定義 
 
 
 
ピーク風圧係数
＊
 適用範囲 
正 天井，壁：1.5 
天井および壁 
の全面 
負 
天井：－2.4 
壁：－2.7 
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2.5 太陽電池モジュールのピーク風力特性 
再生可能エネルギーの買取制度の整備や，一般消費者のエコ意識の高まりを背景に，太陽光
発電システムを設置する住宅が急増している。住宅に設置される一般的な太陽光発電システム
は，屋根葺き材の上に金属製のフレームを設置し，その上に太陽電池モジュールが取り付けら
れることから，屋根葺き材上面とモジュール下面の間には隙間がある。そのため，モジュール
には上面だけでなく下面にも外部風による圧力が作用するので，平成 12 年建設省告示第 1458
号や建築物荷重指針
2-1）
に示されている裏側が室内となることを想定した屋根葺き材の設計用
風力係数の引用では，モジュールの風荷重を適切に設定できないと推測される。 太陽電池モ
ジュールの設計用風荷重については，JIS C89552-11)に従って設定されることもある。しかし，
この JISでは平均風力係数に構造骨組設計用のガスト影響係数を乗じて風荷重を設定するため，
ひとつのモジュールの受圧面積が比較的小さく，かつ屋根面上に形成される渦の影響を強く受
ける太陽電池モジュールの風荷重を算出するには，適切でないと考えられる。また，近年にな
って建築物上に設置される太陽電池モジュールのピーク風力係数に関する研究成果
2-12)-2-14)
も
徐々に増えているが，勾配屋根に設置されるモジュールを対象として系統的に整理された研究
例はない。 
本節では，切妻屋根を有する一般的な低層住宅の屋根上に設置される太陽電池モジュールを
対象とした風洞実験を行ない，モジュールのピーク風力特性と設計用ピーク風力係数について
検討した結果を示す。 
 
2.5.1 太陽電池モジュールに作用する風力の測定方法 
太陽電池モジュールに作用する風力 f は，図 2.5.1に示すようにモジュール上面と下面の差
圧（風圧の差）として求めることとした。モジュールと屋根面との隙間が小さい場合，モジュ
ール下面と屋根上面の風圧がほぼ等しくなると考えられることから，実験ではモジュール上面
の風圧 Puと屋根上面の風圧 Pl2を測定し，モジュール下面の風圧 Pl1 を屋根上面の風圧 Pl2 で代
用することによりモジュールの風力 f を求めることとした。なお，本報での風圧 Pu，Pl1，Pl2
は当該面を押す方向を正，引く方向を負とし，風力 f はモジュール上面を押す方向を正，その
逆方向を負と定義する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
屋根上面 
ﾓｼﾞｭｰﾙ下面 
Pu 
Pl1 
 f＝Pu－Pl1 
 ≒Pu－Pl2 
Pl2 
f 
図 2.5.1 モジュールに作用する風圧と風力 
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モジュールに作用する風力は，屋根勾配 βとモジュール下面と屋根上面との隙間 d をパラメ
ータとした計 15 ケースについて測定した。設定した屋根勾配 β と隙間 d は表 2.5.1 のとおり
である。なお，勾配 β＝24.2°は，低層住宅屋根の一般的な屋根勾配である 4.5 寸勾配を想定
している。 
 
表 2.5.1 検討ケース 
屋根勾配 β    10°，20°，24.2°，30°，40° 
隙間 d      1，3，5mm（実寸の 30，90，150mm 相当） 
 
 
実験模型の概要を図 2.5.2 に示す。模型の縮尺は，モジュール部分での風圧を測定するため
の加工の都合により 1/30 とした。想定した建築物は，切妻屋根をもつ 2 階建の低層住宅であ
り，壁面の幅 10m×奥行き 7m×軒高 6m（軒の出 0.6m）を基本寸法とした。通常，太陽電池
モジュールは南向きの屋根面に設置されることが多いので，切妻屋根の片面のみにモジュール
模型を設置した。太陽電池モジュールの大きさは，一般的なサイズである約 1m2（1.06ｍ×
0.96m）のものを想定し，桁行き方向 10 枚×梁間方向 4 枚の計 40 枚を配置している。モジュ
ールを設置する軒先およびけらばからの後退距離は，いずれも 0.3m を想定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.5.2 実験模型の概要（寸法単位:mm） 
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 実験模型は，ひとつの屋根模型で屋根勾配とモジュール下面と屋根面との隙間を調節できる
ように工夫されている。屋根勾配は図 2.5.2 に示すように棟の部分の角度を変化させることに
より調節した。これにより，建築物の奥行は若干変化する。屋根面とモジュールの隙間の調節
はモジュール模型を上下移動させることにより行なっており，モジュール模型を支える導圧パ
イプをシリコンゴムブロックで支持（接着せずに摩擦により支持）することによって，屋根上
面からの漏気がない状態でのモジュール模型の上下移動を実現している。なお，モジュール模
型の厚さは 3mm（実寸の 90mm 相当）である。風圧測定点は，1 モジュールにつき上面 4 点，
下面 4 点の計 8 点とした。風圧測定点を配置したモジュールは，模型形状の対称性を考慮して
全 40 モジュールのうちの西側半分の 20 モジュールに配置した（図 2.5.2 参照）。 
 各測定点に作用する風圧は，風圧測定点の位置に設けられた直径 1mm の測定孔から導圧パ
イプ（真鍮パイプ）および導圧チューブ（ビニールチューブ）を介して圧力計に導いて測定し
た。圧力計からの電気信号は，A/D 変換器により 200Hz のサンプル周波数でコンピュータに
取込み，導圧チューブの伝達特性を用いて風圧波形の補正
5)
を行なった後，全測定点の風圧時
系列データをコンピュータに保存した。風圧測定の条件を表 2.5.2 に示す。 
 
表 2.5.2 風圧測定条件 
実験風速          10m/s 
風速スケール        1／2.5 
時間スケール        1／12 
サンプリング周波数     200Hz 
ローパスフィルター     なし 
＊
 
10 分間相当のデータ数    10000 個 （×5回） 
＊:時間領域での風圧時系列のデジタル補正 2-15)を行ったのでﾛｰﾊﾟｽﾌｨﾙﾀｰを省略した。 
 
 
 風洞気流は，乱れ強さ Iu≒0.2（地表面粗度区分Ⅱに相当）の乱流とし，模型の風上側に設
置した格子により気流の乱れを与えた。風洞気流の特性を図 2.5.3 に示す。風速の鉛直分布の
べき指数は α＝0.15 程度であった。また，変動風速のパワースペクトルから求めた渦のスケー
ルは 0.18ｍ（実スケール換算 5.4ｍ）である。風向角 θ は，モジュールが設置された屋根面が
風に正対する風向を θ＝0°とし，時計回りに 0°～355°の 5°間隔の 72 風向について行なっ
た。なお，実験模型ではモジュール下面と屋根上面の隙間が小さいために空気の粘性（レイノ
ルズ数）による影響が懸念されたが，モジュール外周部は屋根端部から後退しており，隙間の
外周部はいずれの箇所もほぼ負圧となるので，隙間内部の風圧分布は主に圧力伝播で形成され
る（隙間内部での流速は小さい）と考えられることから，空気の粘性の影響は小さいと判断し
た。 
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図 2.5.3 風洞気流特性 
 
2.5.2 太陽電池モジュールの風力係数 
各モジュールに作用する風力 f は，上面 4 点，下面 4 点の風圧測定結果からモジュール毎に
面積平均された風力として算出し，式(2-4)の風力係数 Cf で表した。なお，これにより求めら
れる風力係数は約 1ｍ2相当の面積平均値である。 
 
( )AqfC Hf ⋅= /   ............................................................................................................... (2-4) 


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
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i
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f   ：モジュール毎の風力(N/m2) 
qH  ：屋根平均高さ H での平均速度圧(N/m2) 
Pu(i) , Pl(i) ：測定点 i での上面および下面の風圧(N/m2) 
A   ：1 枚のモジュールの面積(m2) 
Au(i) , Al(i) ：上面および下面の各測定点での負担面積(m2) 
A＝ ∑ ∑=
i i
lu iAiA )()(  
また，モジュール上面および下面の各面の風圧係数（面平均風圧係数）は，式(2-5)で表した。 
( )
( )AqiAiPC
AqiAiPC
H
i
luPl
H
i
uuPu
⋅⋅=
⋅⋅=
∑
∑
/)()(
/)()(
   ............................................................................. (2-5) 
 
モジュールの風力係数 Cf およびモジュール上面と下面の風圧係数 CPu，CPl の時間変化の例
を図 2.5.4に示す。モジュール上面の風圧係数 CPu と下面の風圧係数 CPl は，ともに負の値（負
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圧）を示す場合が多く，その差として求められるモジュールの風力係数 Cf の時間平均値は比
較的小さい値を示す。しかし，CPu が瞬間的に（絶対値が）大きくなるとき，CPl が追従しない
ことがあり，Cfが瞬間的に大きくなることがある。そのため，モジュールの設計用風力係数は，
この瞬間的に大きくなる風力係数（ピーク風力係数）で与える必要があると考えられる。そこ
で本報では，実時間の 10 分間相当の風力係数 Cfの時系列を作成し，その正側および負側のピ
ーク値からモジュールのピーク風力係数を設定した。ピーク風力係数はばらつきをもつので，
ここでは 5 回のアンサンブル平均値として求めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
正側および負側のピーク風力係数 fCˆ ， fC
(
の風向による変化の例として，屋根勾配 β＝
24.2°，屋根上面とモジュール下面との隙間d＝3mmの結果を図2.5.5に示す。測定対象の20
枚のモジュールのピーク風力係数の測定値は，4 つの部位（けらば部，棟部，軒部，一般部）
に分けて，それぞれ部位ごとに異なるマークで図に示している。 
これらの測定ケースでの正側のピーク風力係数 fCˆ は，いずれの部位においても測定対象の
モジュールが風上側になる風向角 θ＝0°～90°で大きくなる傾向にある。全てのモジュール
で fCˆ が最も大きい値を示すのは，けらば部のモジュールであり，その値はいずれも 2.5 程度
である。その他の部位のモジュールにおいても fCˆ の全風向中の最大値は概ね 1.5～2.0 を示し
ており，部位の違いによる差は比較的小さいと考えられる。負側のピーク風力係数 fC
(
は，部
位によって最小値（絶対値の最大値）を示す風向が異なるが，各部位での全風向中の最小値は，
屋根勾配 β＝24.2°の場合で－1.5～－2.0 の範囲にあり，負側のピーク風力の全風向中の最小
値についても部位による差は比較的小さい。このような傾向は他の測定ケースにおいても概
ね同様であった。 
 
 
 
 
（実時間換算） 
図 2.5.4 風力係数 Cfと上面･下面の風圧係数 CPu,CPl の時系列の例 
（β＝24.2°，d＝3mm，モジュール⑪，風向角 θ＝100°） 
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 全風向中の fCˆ の最大値および fC
(
の最小値（以下，最大・最小ピーク風力係数と呼ぶ）の
分布の例として隙間 d＝1,3,5mm における屋根勾配 β＝10°，24.2°，40°での結果を図 2.5.6 お
よび図 2.5.7 に示す。これらの図では，各モジュールでの風力係数をそれぞれの位置での棒グ
ラフに表している。最大ピーク風力係数の分布は，屋根勾配やモジュール下面と屋根面との隙
間 d によって大きく変化しないことが特徴的である（図 2.5.6）。また，いずれのケースにお
いても概ねけらば部のモジュールで大きくなり，けらば部での最大ピーク風力係数の最大値は
1.5～2.6 である。なお，けらば部での値が大きくなるのは風向角 θ＝0°～90°の風向の場合で
あり，これらの風向ではモジュール下面の負圧が強くなる傾向にあった。その他の部位での最
大ピーク風力係数の最大値は 1.3～2.4 を示し，けらば部よりやや小さいが，部位による差は比
較的小さい。 
 最小ピーク風力係数の分布は，屋根勾配やモジュール下面と屋根面との隙間 d の影響が比較
的強い（図 2.5.7）。屋根勾配 β＝10°の隙間 d＝1mm では，概ね一様な分布になるが，その他
のケースではけらば部や棟部で絶対値がやや大きくなる傾向にある。けらば部や棟部で絶対値
がやや大きくなるのは，風向角 θ＝135°～180°であり，これらの風向角ではモジュール上面
の負圧が強くなる傾向にあった。また最小ピーク風力係数は，屋根勾配の増加に伴って全体的
に絶対値がやや小さくなる傾向にある。 
 多くの基規準では，外装材等の設計用風力係数がゾーニングして設定されている。しかし，
 
 
図 2.5.5 ピーク風力係数の風向変化 (β＝24.2°，d＝3㎜) 
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本実験で得られた太陽電池モジュールの最大ピーク風力係数の部位ごとの最大値（けらば部，
棟部，軒部，一般部の各部位での最大値）は，部位によって顕著な差がないこと，また最小ピ
ーク風力係数の各部位での最小値は，屋根勾配やモジュール下面と屋根面との隙間によって複
雑に変化することから，設計用ピーク風力係数を設定する際のゾーニングの適用が難しく，ま
たその必要性も低いと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 屋根勾配 β＝10° 
 
 
 
 
 
(b) 屋根勾配 β＝24.2° 
 
 
 
 
 
(c) 屋根勾配 β＝40° 
 
図 2.5.6 最大ピーク風力係数 
d=1mm d=3mm d=5mm 
d=1mm d=3mm d=5mm 
d=1mm d=3mm d=5mm 
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(a) 屋根勾配 β＝10° 
 
 
 
 
(b) 屋根勾配 β＝24.2° 
 
 
 
 
 
(c) 屋根勾配 β＝40° 
 
図 2.5.7 最小ピーク風力係数 
d=1mm d=3mm d=5mm 
d=1mm d=3mm d=5mm 
d=1mm d=3mm d=5mm 
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2.5.3 太陽電池モジュールの設計用ピーク風力係数 
 各測定ケースにおける全モジュールのピーク風力係数の最大値および最小値を図 2.5.8 に
示す。同図には JIS C 89552-11)での風力係数も併せて示している。この結果によれば，ピーク
風力係数の最大値は屋根勾配 βや隙間 d に関わらず， Cfmax ＝2.0～2.5 程度の値を示しており，
設計用の正のピーク風力係数としては Cfmax ＝2.5 の一定値を与えることが妥当であると考え
られる。ピーク風力係数の最小値は，屋根勾配 β の増加に伴って絶対値が減少する傾向にあり，
概ね Cfmin＝−3.0～−2.0 の範囲で変化することから，設計用の負のピーク風力係数としては，β
＝40°で Cfmin＝−3.0，β＝10°で Cfmin＝−2.0 とし，その中間の勾配は直線補間した値に設定す
ることが妥当であると考えられる。なお，隙間 d＝5mm（150mm 相当）では，提案値より絶
対値が大きくなる場合もあるが，モジュール下面と屋根面の一般的な隙間は 100mm 以下であ
ると考えられることから，提案値は隙間 d＝3mm（90mm 相当）を基準に設定した。ただし，
モジュールと屋根面の隙間がおおむね 100mm を超える場合には，ピーク風力係数の割増を考
慮する必要がある。また，ここでの提案値は JIS C 8955 での規定値を大きく上回る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.6 まとめ 
建築物の外装材や付属物の耐風設計においては，変動する風力のピーク値に相当する荷重を
静的に与えて安全性を確認する静的設計手法が一般的に用いられる。そのため，外装材や付属
物に作用するピーク風力の特性を把握することは耐風設計にとって不可欠であり，それらに関
する情報を提供することは，安全かつ合理的な設計用風荷重を設定するうえで重要である。 
本章では，縮小模型を用いた風洞実験の結果より，未だ明らかになっていない建築物の外装
材や付属部に作用するピーク風力の特性を示すとともに，設計用ピーク風圧係数およびピーク
風力係数の提案を行った。以下にそれらの検討結果を示す。 
 
 
図 2.5.8 ピーク風力係数の全モジュール中の最大値および最小値の 
屋根勾配 β による変化 
ピ
ー
ク
風
力
係
数
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（１）寄棟屋根のピーク風圧特性 
寄棟屋根をもつ低層建築物についての風洞実験結果より，寄棟屋根の各部位におけるピーク
風圧係数の傾向を示し，外装材設計用ピーク風圧係数を提案した。得られた知見は次のとおり
である。 
・ 寄棟屋根の各部位における最小ピーク風圧係数は，正方形平面より長方形平面の場合の方
が小さくなる（絶対値が大きくなる）。 
・ 最小ピーク風圧係数が小さくなるのは，屋根の周縁部と隅棟や大棟に沿った部位であり，
特に屋根周縁のコーナー部と大棟端部付近では非常に小さい値を示す場合がある。 
・ コーナー部における最小ピーク風圧係数は，屋根勾配が 10°で軒の出がない場合に最も小
さく，－8 を超える値を示す。また，屋根勾配が 20°以下では軒の出があると大きくなる
（絶対値が小さくなる）が，勾配が 30°以上では逆に小さくなる。 
・ 大棟端部，大棟中央部における最小ピーク風圧係数は屋根勾配が 20°で最も小さくなり，
大棟端部で－6 程度，大棟中央部で－4 程度の値を示す。 
・ 隅棟部における最小ピーク風圧係数は，長方形平面では屋根勾配や軒の出に関わらず，－4
程度の値を示す。 
・ 長方形平面での周縁部，一般部における最小ピーク風圧係数は，屋根勾配の増加とともに
やや大きくなり，周縁部で－4.5～－2.5，一般部で－4～－3 の値を示す。 
・ 設計用ピーク風圧係数を設定するためのゾーニングにおいては，強い負圧が局所的であっ
たことを考慮して，強い負圧が発生するゾーンを比較的狭い範囲に限定しているので，一
般部での値が比較的小さくなっている。 
 
（２）住宅の軒天井のピーク風圧特性 
寄棟屋根をもつ住宅の軒天井のピーク風圧係数を風洞実験により求め，以下の知見を得て設
計用ピーク風圧係数を提案した。 
・ 軒天井のコーナー部でのピーク風圧係数は，正側，負側ともに一般部に比べて絶対値が小
さい値となる。 
・ 一般部の正のピーク風圧係数は直下の壁面と近い値となるが，一般部の負のピーク風圧係
数は直下の壁面の値を超えることがある。 
・ コーナー部のピーク風圧係数は正側，負側ともに直下の壁面より小さい値となる。 
・ 軒天井の正の設計用ピーク風圧係数はコーナー部で 1.5，一般部で 1.9，負の設計用ピーク
風圧係数はコーナー部で－1.7，一般部で－2.3 を提案する。 
 
（３）ピロティ内部の天井面および壁面のピーク風圧特性 
平面上の配置が異なる 3 つのケースのピロティを有する建築物についての風洞実験結果よ
り，ピロティ内部の天井面および屋根面のピーク風圧特性を示した。以下に得られた知見を示
す。 
・ 中央部配置のピロティの場合，正のピーク風圧が作用するのは，ピロティの入口付近のご
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く限られた範囲であり，その最大値はピーク風圧係数で 1.0～1.2 である。一方，負のピー
ク風圧は，ピロティの開口部よりやや内側の位置で強くなり，その最小値（絶対値の最大
値）はピーク風力係数で－2.6～－2.8 である。 
・ 端部に配置されるピロティの場合，壁面だけでなく天井面も比較的強い負のピーク風圧が
作用する。ピーク風圧係数の最大値は天井面，壁面ともに 1.4～1.7，ピーク風圧係数の最
小値は壁面で－2.4～－2.7，天井面で－3.0～－3.5 である。また，壁面に垂直に風が当る場
合，天井面には風上側端部付近と奥の壁に接する風下端部で正の風圧が作用し，中間部に
は負の風圧が作用する特異な分布が見られた。 
・ コーナー部配置のピロティの場合，軒天井面に作用する負圧はピロティ内に生じる渦の影
響により，風上端部よりやや風下側（内側）の部位で強くなる。ピーク風圧係数の最大値
は軒天井面，壁面ともに 1.4～1.7，ピーク風圧係数の最小値は，天井面で－2.2～－2.5，壁
面で－2.5～－2.8 であり，いずれも建築物の高さの増加に伴いその絶対値が小さくなる。 
 
（４）勾配屋根に設置される太陽電池モジュールのピーク風力特性 
低層住宅の切妻屋根上に設置される太陽電池モジュールを対象とした風洞実験の結果より，
太陽電池モジュールのピーク風力の特性に関する以下の知見を得た。 
・ モジュールに作用する風力は，時間平均値が 0 に近い場合においても，強いピーク風力が
作用する場合がある。 
・ 勾配屋根のほぼ全面に設置されたモジュールでは，中央部付近のモジュールにおいても比
較的大きいピーク風力が作用する。 
・ モジュールに作用するピーク風力係数の最大値は，屋根勾配や屋根上面とモジュール下面
との隙間によらず約 2.5 の値を示す。 
・ モジュールに作用するピーク風力係数の最小値は，屋根勾配の増加とともに大きくなり
（絶対値が小さくなり），屋根勾配 10°で－2.0～－3.0，屋根勾配 40°で－1.8～－2.3 とな
る。また屋根上面とモジュールの下面の隙間の増加とともに小さくなる（絶対値が大きく
なる）傾向を示す。 
・ モジュールの設計用風力係数は次のように正および負のピーク風力係数で与えた。 
正の設計用ピーク風力係数：屋根勾配に関わらず 2.5 の一定値 
負の設計用ピーク風力係数：屋根勾配 10°で－3.0，屋根勾配 40°で－2.0 とし，その
中間の屋根勾配では 10°と 40°の値をもとに直線補間し
た値 
・ ただし，モジュール下面と屋根面との隙間が 100mm を超える場合には，負のピーク風力
係数が小さくなる（絶対値が大きくなる）場合があるので，別途検討する必要がある。 
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第 3 章 ピーク風力に対する耐風性能評価 
 
3.1 序 
建築物の外装材の耐風設計においては，ピーク風力に基づく設計用風荷重に対して安全性を
確認する静的設計手法が用いられることが一般的である。その際，外装材を構成する各部材の
強度については，構造計算のみで確認される場合もあるが，安全性をより確実にするためには
載荷試験によって確認されることが望ましい。特に，荷重の伝達経路が複雑になりやす外装材
では，構造計算だけでは想定変形や応力が発生する場合があるので，外装材とその支持部材を
含むすべての部材を再現したアセンブリ載荷試験の実施が有効である
3-1)
。ところが，アセン
ブリ試験では，試験体のサイズが大きくなることと，風荷重を想定した等分布載荷が容易でな
いことから，耐風性能評価においてアセンブリ試験を実施されるケースは比較的少ない。他方，
建築物の付属物においては，耐風性能評価のための載荷試験が実施されるケースは外装材より
さらに少なく，付属物の載荷試験方法を提案することは重要である。 
本章では建築物の金属屋根葺き材，屋根設置形の太陽電池モジュール，およびバルコニー手
摺を対象とした載荷試験の事例を示すとともに，載荷試験方法の提案とピーク風力に対する耐
風性能評価を行った結果を報告する。 
 
3.2 金属屋根葺き材の耐風圧性能評価 
 建築物の強風被害の多くは屋根で発生しており，屋根葺き材の耐風性能の確認は建築物の安
全性を確保するためには非常に重要である。また強風時に屋根葺き材が飛散すると風下側の建
築物に被害を与える可能性も高いことから，設計用風荷重に対する耐力があるだけでなく，安
全率（設計用風荷重に対する破壊荷重の倍率）に余裕のあることも重要である。 
 屋根葺き材のうち金属屋根葺き材は，軽量で施工性が高いことから，多くの建築物に採用さ
れている。一方で，屋根の表面材（葺き材）には厚さの薄い金属板が用いられることから，風
荷重が作用した場合の変形が比較的大きくなるので，葺き材や葺き材の固定部材の強度計算が
単純でないものが多い。そのため，葺き材から屋根の構造体までのすべての部材を再現した試
験体を用いた耐風圧試験が有効であるが，屋根葺き材の対象とした耐風圧試験は JIS など規格
試験ではなく，鋼板製屋根構法標準
3-2)
（SSR2007）の参考試験として紹介されている程度で
ある。 
本節では，低層建築物の屋根葺き材として一般的に用いられる金属屋根葺き材の耐風圧試験
を行って耐風性能評価を行った結果について報告する。 
 
3.2.1 試験体の仕様 
 耐風圧試験の対象とした屋根葺き材は，低層建築物に多く用いられる立平葺の金属屋根であ
る。試験体の詳細を図 3.2.1 に示す。606mm の間隔に配置された母屋に施工された野地板（厚
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さ 12mm）に母屋と同じ間隔で部分吊子を取り付けられ，金属製の葺き材は部分吊子に馳締め
（はぜじめ：両側から挟み込み吊こととともに折り畳んで固定）される。試験体の外観を写真
3.2.1～写真 3.2.3 に示す。なお，試験体の野地板には母屋間の 16 箇所に直径 50mm の通気口
を設けて，葺き材に圧力が作用する工夫を施している（写真 3.2.4）。 
 
 
 
 
写真 3.2.1 試験体の外観（屋外側） 
 
写真 3.2.4 野地板に設けた通気孔 
 
写真 3.2.3 馳締め前の葺き材と吊子 
 
写真 3.2.2 部分吊子 
図 3.2.1 試験体の仕様（寸法単位：mm） 
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3.2.2 耐風圧試験方法 
 耐風圧試験には，圧力箱方式の耐風圧試験装置を使用した。試験装置の概要を図 3.2.2に示
す。この試験装置は，主に建具（サッシュ，戸）の気密・水密・耐風圧性能試験に用いられる
仕様であることから，試験体は鉛直方向に設置される。屋根葺き材の試験体についても鉛直方
向に設置されるが，自重が小さい金属屋根葺き材の場合には設置方向の違いによる影響は小さ
いと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 試験では，写真 3.2.5 に示すように屋根
葺き材の上面を圧力箱の外側に向けて設置
したので，屋根面に作用する負の風力は，
圧力箱内部の圧力を上昇（加圧）させるこ
とにより再現できる。試験体への載荷は，
－0.3kPa 間隔で試験体が破損するまで段階
的に載荷した。各圧力段階において試験体
各部の変位を測定した。 
 
 
 
 
 
図 3.2.2 試験装置 
 
写真 3.2.5 圧力箱に試験体を設置した状態 
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3.2.3 耐風圧試験結果 
 載荷圧力 P と葺き材のたわみ D の関係を図 3.2.3 に示す。また，載荷圧力 P と野地板－葺
き材間の相対変位Rの関係を図3.2.4に示す。たわみD1，D2および相対変位R1～R4は図3.2.1
に示す位置での値である。試験体は－4.5kPa から－4.8kPa への昇圧時において，葺き材の馳締
め部が面外方向に折れ曲がって破壊した。破壊前（載荷圧力－4.5kPa 時）の試験体の様子を写
真 3.2.6 に，馳締め部が破損した時点（載荷圧力－4.8kPa 時）の様子を写真 3.2.7 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
立平葺の屋根葺き材の場合，葺き材の厚さが薄いので，低い載荷圧力段階から葺き材の膨ら
みが見られ，載荷圧力１kPa あたりから葺き材のたわみが大きくなる傾向を示す。一方，馳締
め部付近での野地板－葺き材間の相対変位は，破壊直前の－4kPa 付近まで直線的に増加する
ことが分かる。試験体の破壊は，載荷圧力－4.8kPa 付近における母屋間（吊子による固定部の
中間点）での馳締め部の面外方向への変形であった。なお，試験体が破壊した載荷圧力段階で
は，葺き材のたわみも大きく，馳締め部を広げる（馳締めを開放する）方向への力も作用して
いたことから，構造計算などによって破壊強度を予測することは容易ではないと考えられる。 
 
写真 3.2.6 破壊前の試験体の様子 
（載荷圧力－4.5kPa 時） 
写真 3.2.7 破壊時の試験体の様子 
（載荷圧力－4.8kPa への昇圧時） 
 
図 3.2.3 載荷圧力 P と 
葺き材のたわみ D の関係 
図 3.2.4 載荷圧力 P と 
野地板－葺き材間の相対変位 Rの関係 
4.8kPa(馳締め部の破損) 
▼ 
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3.2.4 耐風性能評価 
 前項の試験結果より，破壊直前の載荷段階の 4.5kPa を当試験体の限界耐力 P とする。一方，
許容耐力 Ra は，破損した部材の弾性範囲を考慮して設定する場合もあるが，本試験体では弾
性範囲の特定は難しいので，ここでは式(3-1)により許容荷重を求める。 
ma νPR =    (3-1) 
 
ここで，νmは安全率である。SSR20073-2)によると，安全率は 1.5～3.0 程度の値が設定される
ことが一般的であり，葺き材と固定部を含むアセンブリ試験を実施した場合には安全率を 2
以上に設定することが推奨されている。このことから，当試験体の安全率を νm＝2.0 を設定す
る。これにより許容荷重 P は 4.5／2.0＝2.25kPa となる。この許容荷重を設計用風荷重に対応
させ，式(3-2)に示す建築基準法（平成 12 年建設省告示 1458 号）での外装材風荷重 F の算定
式に従って，適用できる地域（基準風速 V0の適用範囲）を検討した。 
 ( )20ˆ rf EVCF ⋅⋅=    (3-2) 
F：風荷重（N/m2） 
fCˆ ：ピーク風力係数 
V0：基準風速(m/s) 
Er：風速の鉛直分布を表す係数 
 Er＝1.7(H/ZG)α 
ZG，α：地表面粗度区分により決定される上空風高度(m)，べき指数 
 
ピーク風力係数 fCˆ には，片流れ屋根の端部における－4.3（内圧係数は 0）を仮定する。風
速の鉛直分布を表す係数 Erは，建築物の高さ H と地表面粗度区分により異なるが，ここでは，
屋根葺き材が高さ 20m および 10m の建築物に使用されることとし，また建設地の地表面粗度
区分をⅢとする。 
 表 3.2.1 は各地表面粗度区分と基準風速 V0，風荷重 F の関係を示しており，屋根葺き材の
許容荷重である 3.0kPa 以下の範囲を青色の塗りで示している。この結果によれば，当屋根葺
き材は建築物の高さ H=20m の場合には基準風速 V0が 32m/s の地域まで，H=10m の場合には
V0 が 36m/s までの地域に適用できる。 
 
表 3.2.1 金属屋根葺き材の設計用風荷重（地表面粗度区分Ⅲの場合） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
基準風速 
0V （m/s） 
設計用風荷重 F（kPa） 
H=20m H=10m 
30 －1.93 －1.46 
32 －2.20 －1.67 
34 －2.48 －1.88 
36 －2.78 －2.11 
38 －3.10 －2.35 
40 －3.43 －2.60 
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3.3 屋根設置形太陽光発電システムの耐風性能評価 
建築物の屋根上に設置される太陽電池モジュールに作用する風荷重は，多くの部材を経由し
て建築物の構造骨組みに伝達される。太陽電池モジュールの耐風性能を確保するためには，こ
れらの荷重伝達経路（ロードパス）にある全ての部材が設計用風荷重に対する耐力を有するこ
とが求められるが，建築物の設計者（あるいは太陽発電システムのメーカー）がロードパス上
の全ての部材の耐力を一貫して耐力確認するケースは非常に少ない。また，太陽電池モジュー
ルから構造骨組まで間に多くの部材が用いられるために耐力確認を複雑にさせていることも，
その要因の一つであると考えられる。このような場合，太陽電池モジュールから屋根までのロ
ードパスを再現した試験体を用いた耐風圧試験が有効であるが，そのような事例はない。 
本節では，金属屋根上に設置された太陽光発電システム（写真 3.3.1）を対象とした耐風圧
試験を行い，複雑な荷重の伝達経路をもつ建築物の付属部品の耐風性能評価を行った例につい
て報告する。 
 
3.3.1 試験体の仕様 
試験体は，一般的な仕様の金属製屋根葺き
材（嵌合立平葺き）で，その上部に太陽発電
システム（写真 3.3.2）が再現されている。
屋根葺き材は，働き幅 330mm，厚さ 0.4mm
のフッ素樹脂塗装鋼板で，葺き材の片側が留
め付けビス（@330mm）で野地板（合板：厚
12mm）に固定され，もう一方の端部を隣の
葺き材のリブに被せて嵌合することにより固
定される。 
 太陽電池モジュールの設置は，屋根葺き材
の嵌合部（リブ）に取り付ける固定金物（@660mm×@798mm，以下ファスナーと呼ぶ）に太
陽電池モジュール設置用フレーム（以下フレームと呼ぶ）を留め付けた後（写真 3.3.3，写真
3.3.4），モジュール留め金具を用いて太陽電池モジュールをフレームに固定する方法で行われ
る。この状態での屋根葺き材と太陽電池モジュールのフレーム下端までの隙間は約 60mm であ
る。試験体では，図 3.3.1 に示すように 2 枚の太陽電池モジュールを再現している。これは，
1 枚のモジュールの再現では，中央のファスナーに加わる力が 2 枚のモジュールを再現した場
合の半分になり，連続で取り付けられるモジュール間の固定部の強度が確認されたことにはな
らないからである。また，太陽電池モジュールの四周と試験体枠との間は，太陽電池モジュー
ルの受圧時に自由な変形を許すために隙間を設けている（この隙間は後述するようにビニルシ
ートで塞いだ）。このように製作された試験体における荷重の伝達経路（ロードパス）は，実
際の状況を再現しており，図 3.3.2に示すように太陽電池モジュールに作用する風荷重は，モ
ジュール留め金具⇒フレーム⇒ファスナー⇒屋根葺き材嵌合部⇒屋根葺き材固定ビスを介し
て野地板に伝わり，屋根の構造骨組（ここでは試験体枠に固定された骨組）へと伝達される。 
 
写真 3.3.1 金属製屋根葺き材に固定された 
太陽光発電システム 
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写真 3.3.2  試験体の外観 
試験体枠 
太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙ 
隙間 
 
写真 3.3.3 太陽電池モジュール設置前の 
フレームとファスナー 
ファスナー 
屋根葺き材の勘合部 
フレーム 
 
写真 3.3.4 屋根葺き材にファスナーと 
フレームを取り付けた状態 
屋根葺き材の勘合部 
ファスナー 
フレーム 
図3.3.1 中央のファスナーが負担する
受圧面積 
ファスナー 
（試験体中央） 
フレーム
屋根嵌合部（リブ）
ﾓｼﾞｭｰﾙ留め金具 
太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙ
太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙ 
中央ファ スナー
の負担面積 
ファスナー 
図 3.3.2 太陽電池モジュールから野地板までの荷重伝達経路 
太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙ 
ファスナー 
屋根葺き材固定ビス 
金属製屋根葺き材 
力の伝達経路 
風荷重 
（負の場合） 
フレーム 
ﾓｼﾞｭｰﾙ留め金具 
嵌合部 
野地板 
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3.3.2 耐風圧試験方法 
2.5.3 項の風洞試験結果（図 2.5.8）から分かるように，低層建築物の勾配屋根上に設置さ
れた太陽電池モジュールには正と負の風力（それぞれ，モジュールを下に押す方向に作用する
力とモジュールを上に引き上げる方向に作用する力）が作用する。耐風設計の観点からは，負
の風荷重（上向きの荷重）に対してモジュールおよび固定部が十分な耐力をもつ（モジュール
が剥離しない）ことを確認することが重要である。そこで，本耐風圧試験では，負の風荷重の
みを対象として行なった。 
図 3.3.3 に示すように，試験体を気密に取り付けた耐風圧試験装置の圧力箱内の空気をブロ
ワーで吸引することによって，試験体に負の風力を加えることができる。この試験では，太陽
電池モジュールのみに圧力がかかるように次のような工夫がなされている。モジュールと周囲
との間には隙間を設け，そこからの漏気を防ぐために薄いビニルシートを弛ませた状態で張り
付けた。ビニルシートに作用する圧力はモジュールにも伝わるが，その量はごくわずかであり，
また，ビニルシートを弛ませたことによりモジュールに作用する圧力が試験体枠に伝わる量も
ごくわずかである。これにより，モジュールに作用する圧力がロスすることなく屋根葺き材の
リブを通して野地板へと伝えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3.3 耐風圧試験装置の概要 
 
 試験体は装置の都合上，鉛直に固定したが，太陽電池モジュールの重量は載荷圧力に比べて
十分に小さいので，結果への影響も小さいと考えられる。試験は，図 3.3.4 に示すように，そ
れぞれの目標荷重を段階的に掛けた後，一旦除荷して残留変形を観察し，その後，再び段階的
に載荷して試験体の終局強度（すなわち，破壊強度）を確認した。試験体の各部の変形は目標
荷重 1 および目標荷重 2 まで測定した。目標荷重 2 の除荷後に残留変位量を測定した後，破損
を避けるために変位計を取り外して，以降の載荷段階では変位量の測定は行なわず，破壊強度
の確認のみを行なった。なお，目標荷重は，想定した設計用風荷重であり，次の仮定をもとに
太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙ 
フレーム 
ファスナー 
ビニルシート 
ブロワー 
吸引ダクト 
圧力箱 
圧 力 
母屋（垂木） 
試験体枠 金属製屋根葺き材 
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設定した。 
 
【仮定条件】 
・地表面粗度区分：ⅢおよびⅡ 
・地域毎の設計用基準平均風速（ 0V ）：34 m/s 
・建築物の高さ（H ）：9.7m 
・屋根勾配：10° 
・ピーク風力係数： fCˆ =－2.5（図 2.6.8 参照）注 
設計用風荷重は次式により求められる。 
ff CqW ˆ=  
  fW は設計用風荷重（N/m
2
） 
q  は速度圧（N/m2） 
fCˆ はピーク風力係数 
以上より， 
目標荷重 1：地表面粗度区分Ⅲの場合   
ff CqW ˆ= =432×(－2.5)=－1080（N/m2） 
目標荷重 2：地表面粗度区分Ⅱの場合 
ff CqW ˆ= =684×(－2.5)=－1709（N/m2） 
となる。 
 
注：屋根勾配を 10°の場合，設計用ピーク風力係数の提案値は－3.0 としているが，屋根
上面とモジュールとの隙間 d が 60mm であることから，ここでは実験結果を詳細に
引用することとして，d＝30mm での値（ fCˆ ＝2.8）と 90mm での値（ fCˆ ＝2.1）から
直線補間した fCˆ ＝2.5 とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3.4 耐風圧試験での載荷手順 
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3.3.3 耐風圧試験結果 
 圧力と太陽電池モジュールのたわみ量の関係を図 3.3.5 に示す。目標荷重 2（－1.71kPa）ま
での載荷において太陽電池モジュールのたわみ量は最大 13mm を示したが，モジュールの損傷
や，脱落等の異常は観察されなかった。除荷後における太陽電池モジュールの残留たわみ量は
小さく，ほぼ元の状態に戻った。また，圧力と太陽電池モジュール，野地板間の相対変位量の
関係を図 3.3.6に示す。太陽電池モジュールと野地板間の残留変位量は，目標荷重 1 の除荷後
では 0.7mm，目標荷重 2 の除荷後では 1.2mm が確認された。その後段階的に載荷し終局強度
の確認を行なった。試験体の破壊は荷重－5.70kPa 以降の昇圧中に金属製屋根葺き材が引張ら
れてビス穴が広がり，葺き材端部が引きちぎられた（写真 3.3.5）。試験終了後に試験体を解
体したところ，太陽電池モジュール設置用フレームの変形（写真 3.3.6）も確認された。 
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図 3.3.5 太陽電池モジュールのたわみ 図 3.3.6 太陽電池モジュールと 
  野地板間の相対変位量 
 
 
写真 3.3.5 ビス固定部で金属製屋根葺き材
が引きちぎられた状況 
金属製屋根葺き材 
ビス穴が広がり，屋根葺き
材端部が引きちぎられた 
通気防水下地材 
 
 
 写真3.3.6 太陽電池モジュール設置フレー
ムの変形状況 
太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙ 
フレーム 
ファスナー 
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3.3.4 耐風性能評価 
耐風圧試験結果から，当太陽光発電システムが，目標荷重をクリアし，目立った残留変形も
なく，目標荷重の 3 倍を超える限界耐力を有することが分かった。これより，この太陽光発電
システムは十分な余耐力をもって目標荷重以下の設計荷重が要求される場所で用いることが
できる。しかしこの太陽光発電システムは，最初に設定した荷重よりも十分大きい荷重まで耐
えることができたので，この試験結果をさらに高い設計荷重にまで適用することを検討する。 
ある荷重を受ける部材がその荷重に対して安全であることを検証する一般的な方法は，（許
容耐力）≧（荷重）であることを示すことである。これは，最も容易で明確な方法であること
から，広く採用されており，許容耐力法と呼ばれる。実際には耐力と荷重はともにばらつきを
持ち，確率的に表現する方法，つまり信頼性設計法の採用が望ましいが，それはばらつきを表
すための多くの情報や労力が必要となるため，両者を確定的に表す許容耐力法が採用されるこ
とが多い。 
 3.2.4 節で述べたように，許容耐力は限界耐力を安全率で除した値で，一般に 1.5～3.0 の安
全率を採用することが多い。ここでは，太陽電池モジュールの終局耐力が－5.7 kN/m2 であっ
たことから，安全率を 2.0 に設定して，－5.7/2.0=－2.85 kN/m2 を新しい許容耐力とする。この
場合，－2.85 kN/m2 載荷後の残留変形量は確認していないが，図 3.3.5 の荷重変形曲線は，ほ
ぼ直線状に延びていることから，新しい許容耐力付近の荷重範囲では，太陽電池モジュールは
ほぼ弾性的な挙動を示すものと思われる。一方，風荷重は，風洞試験で得られた太陽電池モジ
ュールのピーク風力係数に，設計風速から導かれる速度圧を乗じて設定できる。太陽電池モジ
ュールのピーク風力係数は fCˆ ＝－2.5 とした（3.3.2 節参照）。風荷重の算定に要求される情報
は，ピーク風力係数以外に，建設サイトの位置と太陽電池モジュールが設置される建築物の大
きさや形状であり，これらは，基準設計風速，地表面粗度区分，建築物の幅，奥行き，高さお
よび屋根の形状と屋根勾配の値に具体化される。試験された太陽電池モジュールが使用される
と想定した条件（屋根勾配 10°の切妻屋根，モジュールと屋根間の隙間 60mm）の他に残され
たパラメータを変化させて，つまり種々の基準風速（V0=30～46m/s）と地表面粗度区分（II
と III）を変化させ，建築物の高さを H=10m と設定して得られる太陽電池モジュールの設計用
風荷重と前述の許容耐力との比較を表 3.3.1と図 3.3.7に示す。これらの表と図は，安全率を
2.0 と設定した太陽電池モジュールの許容耐力が，所与の条件で得られる風荷重を上回り，安
全に使用できる範囲を青色の領域で示している。なお，図 3.3.7 に示した設計範囲は，太陽電
池モジュールの風力係数が得られた風洞試験結果の適用範囲に限定されることを述べておか
なければならない。つまりここでは，太陽電池モジュールは，屋根の端部から内側に距離を置
いて（例えば，30cm 程度）設置され，住宅や小規模商業建築物のような低層建築物の上に設
置される場合のみを想定している。 
 
 
-53- 
 
 
 
 
表 3.3.1 太陽電池モジュールの設計用風荷重（H=10m の場合） 
基準風速 
0V （m/s） 
設計用風荷重 fW （kN/m
2
） 
粗度区分Ⅱ 粗度区分Ⅲ 
30 －1.34 －0.85 
32 －1.53 －0.97 
34 －1.72 －1.09 
36 －1.93 －1.23 
38 －2.15 －1.37 
40 －2.39 －1.51 
42 －2.63 －1.67 
44 －2.89 －1.83 
46 －3.16 －2.00 
   部は安全率を 2.0 と仮定して考慮した許容耐力が設計荷重以上である
ことを示す。 
 
 
 
図 3.3.7 試験体の許容耐力と設計用風荷重の比較 
 
太陽電池モジュールの設置が急速に広まるなか，これまで適切な耐風設計および耐風圧性能
の評価がなされたケースは少ない。本節では，2.5 節に示した太陽電池モジュールの設計用風
力係数を用いた場合の設計用風荷重の設定と，その設計用風荷重を目標荷重とした太陽電池モ
ジュールの耐風圧性能試験の結果について報告した。耐風圧性能試験では，太陽電池モジュー
許容耐力（2.85ｋPa） 
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ルに風荷重が加わった場合の力の伝達経路が適切に再現された金属製屋根葺き材を含む試験
体を用い，載荷時における試験体各部の変形性状，目標荷重載荷後の残留変位および破壊強度
を確認した。その結果，金属屋根の上に固定された太陽電池モジュールは目標荷重の載荷後に
おいても有害な変形等は認められず，また，終局耐力は目標荷重の 3 倍を超えることが確認さ
れた。その結果を踏まえ，安全率を 2.0 とし，当太陽光発電システムの基準風速と地表面粗度
区分の設計条件の適用範囲について示した。 
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3.4 バルコニー手摺の耐風性能評価 
わが国の集合住宅にはバルコニーが設けられることが一般的であり，バルコニーにはアルミ
ニウム製の手摺が用いられる場合が多い。バルコニーの手摺が格子手摺でなくパネル状の手摺
であった場合には，建築物のコーナー部付近に設置された手摺には比較的大きい風荷重が作用
することが知られている
4-3)-4-5)
。また，集合住宅の高層化に伴い，手摺に作用する風荷重は増
加傾向にあり，バルコニー手摺の安全性を確保するためには適切な耐風設計が重要である。と
ころが，バルコニー手摺の耐風性能を確認するための試験規格等はない。一方，バルコニーの
使用者が墜落しない強度を確認するための BL 規格試験 3-6)や JIS 規格試験 3-7)があるので， こ
れらの試験結果を耐風性能の確認に用いている場合が多いと考えられるが，高層化の進む集合
住宅のバルコニー手摺においては，耐風設計上，必ずしも安全性が確認されているとは言えな
い。 
本節では，バルコニー手摺の耐風性能の評価方法を検討した結果について報告する。 
 
3.4.1 バルコニー手摺支柱の構造と試験体の仕様 
試験対象の手摺支柱は一般的な仕様のものとした。図 3.4.1の a)に手摺支柱の概略図を示す。
手摺支柱の鋼製芯材は，コンクリート製のスラブに設けられたコア穴にファイバーモルタルで
固定され，アルミ製の支柱はその芯材にリベットによって固定される。鋼製芯材にアルミ製支
柱を取り付けるこのような工法は一般的に採用されているが，アルミ製支柱の曲げモーメント
が最大となるのは芯材の上端部，鋼製芯材の曲げモーメントが最大となるのは芯材のスラブ上
端部であることから，手摺メーカーはアルミ支柱と鋼製芯材の曲げ強度のバランスを考慮して
支柱の長さを決定している。なお，本試験に用いた手摺では，鋼製の芯材およびアルミ製支柱
の長さは，それぞれコンクリートの天端より 500mm および 1200mm であった。コンクリート
スラブと鋼製芯材の固定部の強度が充分であることは，別途実験で確認されていることから，
載荷試験用の供試体では図 3.4.1 の b)に示すように鋼製芯材を鋼製の治具を用いて堅固に固
定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.4.1 アルミ製手摺り支柱概略図 
a)支柱概略図 b) 供試体固定部 
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3.4.2 耐風性能を考慮した載荷試験方法 
手摺支柱への載荷装置の概要を図 3.4.2に示す。手摺支柱への載荷には電動のアクチュエー
タを用いた。支柱の変位は，手摺支柱の上端，芯材の上端高さおよび支柱基部の 3 箇所で測定
した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一般的に実施されている墜落防止を目的とした手摺の水平荷重に対する載荷試験では，BL
試験や JIS 規格試験に準じて手摺り頂部（笠木）位置に載荷する方法が採用されている。これ
は，バルコニーの使用者が手摺に寄り掛かる状況を想定しているので，手摺最上部の笠木の位
置を載荷点としている。この場合，支柱に作用する曲げモーメントの分布は，図 3.4.3の青色
破線に示すように高さ方向に直線的に変化する。一方，風荷重を想定した場合には手摺にはお
おむね等分布の荷重が作用するので，曲げモーメントの分布は高さ方向に曲線的に変化する。
支柱基部でのモーメントが両者で同じ値を示すとき，芯材上部のモーメントは，風荷重（等分
布荷重）を想定した場合のほうが小さくなるので，風荷重を対象とした強度試験を行う際に手
摺の最上部で載荷した場合にはアルミ支柱には過大なモーメントが作用することになる。そこ
で，本載荷試験では，図 3.4.3 に示すように支柱足下および芯材上端での曲げモーメントが，
等分布荷重時の曲げモーメントと等しくなる集中荷重 F’および載荷高さ h を式(3-3)，(3-4)に
より算定し，その載荷高さ h の位置に集中荷重 F’を加えることとした。なお，本試験での供
試体においては，芯材長さ L が 500mm であるので，載荷高さ h は 758mm となる。また，供
試体での諸量は，表 3.4.1 のとおりとなる。 
 
( )LHBPF −⋅⋅⋅= 2
2
1
'    (3-3) 
LH
Hh
−
=
2
2
    (3-4) 
 
P：風荷重(Pa)， B：支柱負担幅(m) 
図 3.4.2 載荷試験装置 
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表 3.4.1 供試体での諸量 
H 1,200mm 
L 500mm 
h 758mm 
F’ 風荷重 1000Pa 当たり 1,140N 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.4.3 現行の試験規格による載荷試験 
一般的に実施されている BL 試験や JIS 規格試験と同様に，手摺最上部の笠木の位置に静的
載荷する試験を実施し，手摺支柱の基本的性能の確認を行った。試験体への載荷荷重 F と支
柱の変位の関係を図3.4．4に示す。試験体への載荷は，166N（支柱基部でのモーメントが 200N･
m）毎に増加させ，載荷段階毎に一旦除荷して残留変位の測定を行った。変位の測定は，支柱
頂部，芯材頂部および支柱基部の 3 か所としたが，支柱基部での変位はほとんど見られなかっ
たので，図 3.4.4 には支柱上端と芯材上端について示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.4.3 等分布荷重を想定した載荷条件 
図 3.4.4 載荷荷重と変位の関係 
（載荷位置：支柱上端） 
 
写真 3.4.1 載荷試験後の状況 
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 この結果によれば，載荷荷重の増加に伴い支柱は変形し，1200N 程度までは概ね弾性的に変
形していることがわかる。その後の載荷においては，変位が急激に大きくなり，除荷後の残留
変位も増加する。試験に用いたアクチュエーターの最大ストローク（150mm）に達したため，
明確な最大耐力の確認はできなかったが，支柱上端の変位が 120mm を超えると荷重がほぼ横
ばいになったため，この供試体の終局耐力はその時点の荷重値である 1430N 程度であると考
えられる。試験後の供試体の変形状況としては，写真 3.4.1に示すようにアルミ支柱の芯材上
端部付近での曲げと，芯材の足元付近での曲げの両方の変形が確認された。この状況から判断
すると，手摺支柱は手摺最上部の載荷に対してアルミ支柱と芯材がバランスよく負担しており，
墜落防止を目的とした設計が適切になされていることがわかる。 
 
3.4.4 耐風性能を考慮した載荷試験 
風荷重（等分布荷重）を想定した載荷条件で静的載荷試験を行なった。手摺支柱への載荷高
さは，表 3.4.1 に示すとおり支柱の下端より 758mm の高さである。ここでは 3 体の供試体に
ついて静的載荷試験を行なった。載荷試験の結果を図 3.4.5に示す。押し出し成型による工業
品なので 3 体の差はほとんどない。支柱の終局耐力は 2200N 程度であり，支柱の負担幅を 1.2m
と想定した場合には 1930Pa の風荷重に相当する。手摺パネルに作用するピーク風力係数を－
2.5（建築物コーナー部付近）と仮定 3-4)した場合には，建築物の高さでの平均風速は 35m/s な
ので，高層の集合住宅に用いられる手摺の場合には，支柱の負担幅を小さくする必要があると
考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.4.5 風荷重を想定した静的載荷試験の結果 
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最大荷重載荷時および加力後の試験体の状況を写真 3.4.2，写真 3.4.3 に示す。支柱最上部
に載荷した静的載荷試験と比較して，試験後のアルミ支柱の残留変形は少なく，主に芯材基部
での残留変形（曲げ）であった。これは，載荷点を下げたため，アルミ支柱が負担する曲げモ
ーメントが減少したからであると推測される。なお，終局荷重時の手摺支柱基部でのモーメン
トは最上部載荷の場合とほぼ同じであった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.4.5 試験方法の検証 
 手摺パネルに作用する風力は概ね等分布荷重になるので，手すり支柱には高さ方向にほぼ等
分布な荷重が作用する。図 3.4.2 に示した試験装置では，１ヶ所への集中荷重を与える載荷方
法を採用したが，この載荷方法が支柱に等分布荷重が作用した場合と同様の結果を与えること
を検証する必要がある。ここでは 2 スパン分の手摺パネルを対象に等分布載荷を行い，支柱単
独の 1 点集中載荷した場合の結果との比較を行うことにより，支柱単独の載荷試験方法の妥当
性を検証した。 
 手摺パネルへの等分布載荷試験では，図 3.4.6 に示すように手摺パネルは 2 スパン分を再現
し，手摺パネルの構面を水平方向に設置した状態で， 1 つ 10kg の載荷用の錘（載荷袋）を順
次載せることにより行った。その際，載荷袋を手摺パネルに万遍なく配置すると両端の支柱が
負担する荷重が中央の支柱より小さくなるので，両端の支柱上部には半スパン分の載荷袋を集
中的に載荷している。手摺パネルは 2 スパン分を再現し，3 本の支柱のうちの中央の支柱を主
な評価の対象とした。支柱の変位測定位置は，支柱単独の載荷試験と同様，支柱上端と芯材上
部とした。載荷試験中の状況を写真 3.4.4，写真 3.4.5，示す。 
 
 
 
写真 3.4.2  最大荷重載荷時の 
供試体の様子 
 
 
写真 3.4.3 載荷後の支柱足下の様子 
（芯材の変形） 
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図 3.4.6 等分布載荷試験装置 
 
写真 3.4.4 等分布載荷試験の様子 
 
写真 3.4.5 支柱が変形した様子 
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 2 スパン等分布載荷試験と支柱単独 1 点集中載荷試験の結果の比較を図 3.4.7に示す。図の
横軸は支柱の変位，縦軸は 1 本の支柱に作用する荷重で表している（1 スパンを 1.2m とした
場合，1,140N が 1000Pa の風荷重に相当する）。 
この結果によれば，2 スパン等分布載荷試験の結果は支柱単独の 1 点集中載荷試験の結果と
よく一致しており，両試験結果ともに荷重 2000N 付近までは支柱の変位が直線的に変化し，
その後の載荷において支柱の変位が急激に増大している。特に芯材上端の変位は良く一致して
いることがわかる。なお，支柱上端部の変位が等分布載荷試験の方で大きくなっているのは，
支柱の全長にわたって載荷される等分布載荷では支柱の上端付近まで変形するからであると
考えられる。しかし，支柱の破壊は，芯材上部と支柱の基部で生じることから，支柱上端での
変位の違いは，特に問題ないと考えられる。 
2 スパン等分布載荷試験での試験体の破壊状況を写真 3.4.6，写真 3.4.7 に示す。試験後の
試験体は，支柱の基部での芯材が大きく曲げ変形しており，支柱単独の試験と同様の破壊モー
ドであった。また，芯材上部での変形や支柱と芯材を緊結するリベットの破断も見られなかっ
たことも，支柱単独の試験結果と同様であった。 
以上より，3.4.2 項で提案した支柱単独 1 点集中載荷試験の方法は，2 スパン等分布載荷試験
の結果によく対応しており，手摺支柱の耐風性能を評価するための試験方法として妥当である
と考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.4.7 ２スパン等分布載荷試験結果と支柱単独 1点集中
載荷試験結果の比較 
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3.5 まとめ 
 建築物の外装材や付属物の設計用風荷重はピーク風力で与えられることが一般的である。そ
の風荷重に対する耐風性能確認においては，載荷試験によって確認することが望ましいが，そ
の試験方法は確立されていない場合が多い。本章においては，低層建築物に用いられる立平葺
金属屋根葺き材，金属屋根に設置される太陽光発電システム，およびバルコニー手摺を対象に
載荷試験を実施し，試験体の再現方法や載荷方法の提案，および耐風性能評価の方法について
の検討を行った。 
 
（１）金属屋根葺き材の耐風性能評価 
金属屋根は強風による被害が多いが，葺き材とその取付け部を含む試験体を用いたアセンブ
リ試験が実施されることは比較的少ない。立平葺の金属屋根を対象とした耐風圧試験を実施し
た結果より，得られた知見を以下に示す。 
・ 試験体の製作においては，耐風性能の評価対象となる屋根葺き材に圧力を直接作用させる
ために，野地板に穴をあける必要がある。 
・  薄い鋼板で構成された屋根葺き材は，載荷時の変形が大きく，構造計算による破壊耐力
の予測が容易ではない。 
・ 破壊部分の弾性範囲の特定が難しい場合には，限界耐力を適切な安全率で除することによ
り許容耐力を設定することができる。 
・ 求められた許容耐力と設計用風荷重との関係から，適用できる建築物の高さと基準風速の
範囲を示した。 
 
（２）屋根設置形太陽光発電システムの耐風性能評価 
 金属屋根上に設置される太陽光発電システムでは，屋根葺き材を介して設置されるものが多
い。その場合，風荷重の伝達経路は非常に複雑になるが，太陽電池モジュールから屋根の構造
体までの全ての部材を再現した耐風圧試験が実施された事例は少ない。ここでは，太陽電池モ
 
写真 3.4.6 試験後の試験体の様子 
 
写真 3.4.7 試験後の試験体の様子 
（支柱基部で芯材が変形した） 
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ジュールから屋根構造体までの全ての部材を再現した試験体を用いた耐風圧試験を行った結
果から得られた知見を以下に示す。 
・ 試験体の製作においては，風荷重の伝達経路が途切れることのないよう太陽電池モジュー
ルから屋根の構造体までを正確に再現する必要がある。また，載荷時の太陽電池モジュー
ルの挙動を拘束せずに加圧できるよう，モジュールの四周の隙間を薄いビニルシートによ
り塞いだ。 
・ 仮定した設計用風荷重をもとに 2 つの目標荷重を設定し，各目標荷重の載荷後の残留変位
を測定することにより，有害な変形の有無を確認した。 
・ 試験体の破壊は，屋根葺き材の固定部で発生しており，太陽光発電システムのみでの耐力
確認では予測できない破壊モードであった。 
・ 破壊耐力が目標荷重を大幅に上回ったことから，安全率を設定することにより太陽光発電
システムの適用範囲を基準風速と地表面粗度区分の組合せて与える方法を示した。 
 
（３）バルコニー手摺の耐風性能評価 
 バルコニーに設置される手摺がパネル状である場合には，手摺に作用する風荷重は比較的大
きくなる。バルコニー手摺は使用者の墜落防止を目的とした載荷試験方法の規定はあるが，耐
風性能を確認するための試験方法の規定はない。本章では，手摺支柱の耐風性能を確認するた
めの載荷試験方法を提案した。また，その載荷試験結果より得られた知見を以下に示す。 
・ 風荷重（等分布荷重）が作用したときの手摺の破壊モードは，手摺支柱の基部と芯材上部
での曲げ破壊であると考えられることから，それらの位置での曲げモーメントが等しくな
る 1 点集中載荷による試験方法を提案した。 
・ 2 スパン分の手摺の試験体を用いた等分布載荷試験を実施し，提案した試験方法の妥当性
を確認した。 
・ 提案した試験方法によって手摺支柱の耐風性能を確認した結果，一般的な支柱の間隔で設
置された手摺では，高層建築物のバルコニーに設置されると強度が不足する場合があるこ
とが分かった。 
・ 使用者の墜落防止を目的とした載荷試験の結果と耐風圧性能を確認するための載荷試の
験結果では破壊モードが異なり，前者では芯材上部でのアルミ支柱と支柱基部での芯材の
2 箇所で曲げ変形が見られたが，後者では支柱の基部の芯材のみが曲げ変形した。 
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第 4 章 外装材に作用する繰返し風力 
 
4.1 序 
国内における建築物外装材の耐風設計においては，建築基準法や建築物荷重指針
4-1）
に規定
されたピーク風圧に基づく設計用風荷重を静的に作用させた場合の耐力確認を行う静的設計
法が一般に用いられる。しかし，台風等の強風時においては外装材には数時間に亘って変動風
圧が作用し，何万回もの繰返し荷重を受けるので，応力集中が生じやすい外装材のファスナー
部周辺では高いレベルの繰返し応力を受けることになる。また，設計用風荷重から破壊耐力ま
での余裕が十分に確保されていない外装材も比較的多いことから，耐風設計で想定した設計風
速に達するひとつの台風が通過した場合には外装材が疲労損傷することも十分に想定される。 
1974 年にオーストラリアのダーウィンを襲ったサイクロン Tracy の被害報告では，多くの金
属屋根に甚大な被害を引き起こし，その被害は長時間にわたる変動風圧の繰り返し荷重による
外装材ファスナー部の疲労破壊が原因であったとしている
4-2）
。E. D. Jancauska ら 4-3)は，熱帯
性サイクロンが通過した時に屋根面に作用する変動風圧の波形を作成し，金属製の波板の疲労
損傷度を評価した事例を報告しているが，外装材に作用する変動風圧の振幅や繰返し回数につ
いての研究事例は少なく，現状では外装材の疲労損傷に寄与する変動風圧の特性については明
らかになっていない。また，国内においても設計風速に達する台風が上陸したケースは非常に
少ないが，多くの建築物の外装材が被害を受けており，長時間に亘る繰返し風力による破壊も
否定できないことから，台風の通過に伴う繰返し風力の特性を把握することは重要である。 
本節では，基規準に示された基準風速レベルのモデル台風を想定し，モデル台風に遭遇した
建築物が受けるより現実的な変動風圧の時系列を作成し，建築物の外装材の疲労損傷に寄与す
る繰返し風力の特性について検討した結果について述べる。 
 
4.2 台風通過に伴う外装材に作用する変動風圧の生成 
4.2.1 モデル台風の作成 
（１）モデル台風の作成方法 
光田・藤井
4-4)
らは，台風の等圧線が同心円状に分布するとした Schloemer が示した式(4-1)
の気圧分布式を用い，地表の摩擦の影響を受けない傾度風（Friction-Free Wind）の風速 Vg(r)
を式(4-2)で表すことができるとしている。 
 
)/exp()( mc rrpprp −⋅∆+=   (4-1) 
( ) 24'')( 22g eVVVrV ++−=   (4-2) 
rfCV ⋅+⋅= αsin'   (4-3) 
( ) ρ/)/exp(/ mm2 rrprrVe −⋅∆=   (4-4) 
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ここで， )(rp は台風の中心から距離 r における気圧(Pa)， cp は台風の中心気圧(Pa)， p∆ は周
辺と台風中心の気圧差(Pa)， mr は最大旋衡風速半径(m)である。台風の中心からの半径 r におけ
る傾度風速 Vg(r)は，台風の移動速度とコリオリ力による風速成分 'V と，気圧傾度力と遠心力
がバランスする風速成分 eV から求められ， 'V と eV は式(4-3),(4-4)で表される。C は台風が移動
する速度(m/s)，α は建設地が台風移動方向となす反時計回りの角度である。 f はコリオリパラ
メータで， ϕΩ= sin2f で求められる。また ρは空気密度(kg/m3)，Ωは地球の回転角速度（=7.292
×10-5 rad/s），φは対象地点の緯度である。吉田ら 4-5)は，任意の地点の地上付近における平均
風速 Vzおよび風向角θとの関係を式(4-5)および式(4-6)で求められるとしている。 
 
)()()( rVrGrV gzz ⋅=   (4-5) 
{ } { }[ ]kpkpzpzzz rrkrrGrGGrG )/(1)/11(exp)/()()()()( 1 −−⋅∞−+∞= −  
p
gpz ZZrG
α)/()( = ， ∞=∞ α)/()( gz ZZG  
( ) rgmp ZZrr α/=  
5.2=k  
( )[ ] ( )gbp ZZEE ln/1.1ln Ι=α ， ( )[ ] ( )gb ZZEE ln/45.0ln Ι∞ =α ， ( )gbp ZZln5.0ln=α  
 
180+−+= γβαθ
  (4-6) 
( ))(/tan 1 rVv z−−=α  …. Vz(r)<Veの場合 
( )eVv /tan 1−=α   …. Vz(r)>Ve の場合 
5.022 )(rVVv ze −=  
 
ここで，rp は風速比 Gzが最大となる半径方向の
距離，E は表 4.2.1 の地表面粗度による風速比，
添字 b および g は風速が変化する高さの範囲，添
字Ⅰは表 1 の粗度区分Ⅰの値を示す。また，風向
角θは方位 N からの風を 0°とした時計回りの角
度であり，βは台風の移動方向と対象地点のなす
時計回りの角度，γは台風の移動方向と方位 E の
なす反時計回りの角度である（図 4.2.1）。 
 
 
 
 
 
 
 
表 4.2.1 台風における地表面付近の風速を 
推定するためのパラメータ E，Zb，Zg 
地表面粗度区分 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 
E 
Zb 
Zg 
0.691 
5m 
200m 
0.617 
10m 
250m 
0.537 
15m 
350m 
0.444 
30m 
450m 
 
W E 
N 
台風中心 
対象地点 
台風進行方向 
γ 
β 
Vz 
v 
Ve α 
図 4.2.1 台風の風向を推定する 
ための記号の説明 
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 図 4.2.2 は，式(4-5)，(4-6)を用いて求めた A～D の各地点における地上 10m での風向およ
び風速の変化である。各地点での地表面粗度区分はⅡを想定した。また，この台風で最大風速
となる半径は 40～50km である。なお，図の横軸は時刻を示しており，台風の中心が対象地点
に最も接近する時刻を 0 時とした。 
台風の中心（目）が真上を通過する地点 A では，0 時を挟んで風向と風速が急激に変化する。
地点 B においては，地点 A に比べて風向および風速の変化はやや小さくなるが，最大風速は
やや大きくなる。地点 C では，台風が最接近する 0 時で最大風速となる。なお，0 時の前後で
の風向が特徴的な変化を示すのは，ここでのモデル台風が地表面の摩擦の影響が考慮さている
からである。台風の中心から離れた位置にある地点 D では，風速はかなり小さくなり，風向
および風速の変化もなめらかになる。また，図 4.2.2 には地点 C の上空における傾度風の変
化も示しており，地表面に比べてさらになめらかな変化であることが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.2.2 台風通過時に伴う各地点における風向おおび風速の変化 
 
（２）モデル台風 
後述の解析に用いるモデル台風は，台風が通過したときの対象地点における地上 10m での
最大風速 Vmax（10 分間平均）が 34，36，38，40m/s となるように設定した。対象地点を沿岸
地域（地表面粗度区分Ⅱ）に想定したので，この風速は建築基準法（平成 12 年建設省告示第
1454 号）における基準風速 V0 に相当する。風速の変化は周辺と台風中心の気圧差である ∆p
の変化で与え，rm=80km，rp=40km，C=10 m/s（36km/h）は一定とした。34，36，38，40m/s
の各風速に対応する ∆p は，3800，4350，4920，5550Pa である。また，台風の進路は対象地点
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の西側をほぼ北北東（γ＝70°）に向かって通過し，台風中心が対象地点に最も接近する距離
は 50km とした（図 4.2.3 参照）。台風の進行方向の角度γおよび進行速度は，文献 4-4)に示
された近畿地方に上陸する平均的な値を設定している。なお，台風上陸に伴う進行速度，中心
気圧などの減衰は与えないこととした。 
 以上の仮定によるモデル台風の風速および風向の変化を図 4.2.4 に示す。図の横軸は台風の
中心が対象地点に最も接近した時刻を 0 時として表している。モデル台風の風速は，台風の接
近に伴って増加し対象地点に最も接近する時刻 0 時で最大値（V0）を示し，台風が遠ざかるに
つれて小さくなる。風向の変化は，∆p の違いによる影響をあまり受けず，台風の接近に伴っ
て E から S へと変化し，最も接近する 0 時で SW となり，1 時で SSW となった後に緩やかに
WSW へと変化する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.2.2 風洞実験による変動風圧時系列の測定 
（１）屋根面の変動風圧時系列の測定 
建築物に作用する風圧は，建築物の形状，部位，風向角および接近流の特性などによって変
化する。ここでは，一般的な低層建築物を想定し，B:D:H = 1:1:0.5 の正方形平面陸屋根建築物
の屋根面の変動風圧を測定した。実験模型の寸法は図 4.2.5 に示す幅と奥行きが 200mm，高
さが 100mm であり，模型の縮尺を 1/100 としたので実物換算の幅と奥行きは 20m，高さは 10m
である。風圧測定点は屋根面上の 169 箇所に配置した。各測定点の風圧のサンプル周波数は
400Hz，サンプル数は 30000 個とし，全測定点の時系列データを記録した。実験気流は図 4.2.6
に示す沿岸地域を想定した地表面粗度区分Ⅱに相当する境界層乱流とし，測定風向ピッチは
5°，実験風速は模型の頂部で 9m/s とした。測定された各測定点の風圧 p は，模型の高さ H
における接近風の速度圧 qH で除した式(4-7)の風圧係数 Cp で表した。 
 
Cp＝p/qH   (4-7) 
N 
対象地点 
台風進行方向 
（中心経路） 
C=10m/s 
図 4.2.3 モデル台風の進路と 
対象地点の関係 
50km 
γ=70° 
E 
図 4.2.4 モデル台風の風速と風向の時系列 
Wind Speed 
Wind Direction 
Vmax=34,36,38,40m/s 
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（２）壁面の変動風圧時系列測定 
 実験模型の概要を図 4.2.7 に示す。対象建築物は，B×D×H＝20m×20m×20m の立方体
形を想定した。模型の縮尺を 1/200 としたので，実験模型は B，D，H ともに 100mm である。
風圧測定点はひとつの壁面を対象として 121 箇所に配置した。実験時の風洞気流は図 4.2.6
に示す地表面粗度区分Ⅱに相当する気流とし，模型の高さ H での風速は約 10m/s とした。各
測定点の風圧のサンプル周波数は 800Hz，サンプル数は 40,000 個とし，全測定点の時系列を
記録した。測定風向は 5°間隔の 72 風向とした。なお，模型の形状が軸対称であることから，
風向角の対応を考慮して，ひとつの壁面での測定結果を他の 3 つの壁面に対応させることによ
り，全壁面の測定結果として割り当てた。壁面の各測定点における風圧についても，模型の高
さ H における接近風の速度圧 qHで除した風圧係数 Cp で表した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
D
=
20
0 
B=200 
 
θ 
H=100 
単位：mm 
図 4.2.5 実験模型 
図 4.2.6 風洞気流 
図 4.2.7 壁面の風圧測定用の実験模型 
c 
a 
b 
d 
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4.2.3 台風通過時の変動風圧時系列の生成方法 
台風通過に伴って外装材に作用する変動風圧の時系列は，次の手順により作成した。作成手
順のイメージを図 4.2.8に示す。 
 
(i) モデル台風を作成し，モデル台風が通過した際に建築物の建設地点における 10 分間
隔の風向および風速の変化を求める。 
(ii) 風洞実験によって求められた建築物表面の風圧係数の時系列データに，(i)で求めた風
向および風速を入力し，実時間の 10 分間に相当する風圧時系列を作成する。 
(iii) (ii)で求めた風圧時系列データを順次繋ぎ合せ，台風が接近して通過するまでの時系
列を作成する。 
 
 
図 4.2.8 台風通過により外装材に作用する風圧時系列データの作成方法のイメージ 
 
風圧の時系列 P(t)は，式(4-8)により求められる。時系列での時間刻み ∆t は，無次元風速の
一致条件を用いて式(4-9)により実験上と実現象での時間の対応付を行っている。 
HP qtdCtP ⋅= ),()(  (4-8) 
  P(t)：時刻 t における風圧（Pa） 
  CP(d,t)： 図 4.2.8 の風向 d の時刻 t における風圧係数 
  qH：風速 v から求められる建築物の高さ H での速度圧（Pa） 
   qH=0.5･ρ･v2 
  ρ：空気密度（kg/m3） 
 
m
m
m L
L
v
v
tt ⋅⋅∆=∆
 (4-9) 
∆t  ：時系列データの時間刻み（s） 
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∆tm  ：風洞実験での風圧測定の時間刻み（s） 
（風圧データのサンプリング周波数の逆数） 
vm ：風洞実験での実験風速（m/s） 
v ：実風速（モデル台風の風速）（m/s） 
L   ：建築物の代表長さ(m) 
Lm  ：風洞実験模型の代表長さ(m) 
 
ここで，L/Lm は実物と実験模型の長さの比（模型縮尺の逆数）であり，一定値である。また
∆tm も風洞実験では一定値あるが，入力する風速 v が変化するため，求められる ∆t は風速 v に
よって変化する。式(4-9)からわかるように風速 v に反比例して ∆t が小さくなるので，風速増
加に伴って風圧p(t)が大きくなるだけでなく，変動風圧の繰返し回数が増加することが分かる。 
以上により求めた実時間 10 分間に相当する長さの風圧時系列データを順次繋ぎ合せること
により，台風通過に伴う変動風圧の時系列を作成した。 
 
4.3 屋根面に作用する変動風圧特性 
4.3.1 屋根面のピーク風圧 
測定された屋根面上の風圧は，一般的な陸屋根と同様の風圧分布を示した。ピーク風圧係数
（実スケール 1 秒間相当）の全風向中の最小値（負側の絶対値の最大値）の分布を図 4.3.1
に示す。この図では模型の軸対称性を考慮して 1/4 面の範囲のみについて示している。ピーク
風圧係数の最小値の分布は，屋根面上に発生する円錐渦の影響により，コーナー部付近で小さ
く（絶対値が大きく）なっており，その最小値は－7.65 であった。このピーク風圧係数と，前
述のモデル台風で設定した各Vmaxをもとに風荷重Wを算出した結果は表 4.2.1のとおりである。
この風荷重は，外装材設計における一般的な手法として求められる設計用風荷重である。 
 
 
Vmax＝34m/s の場合：W=－5.31 kPa 
Vmax＝36m/s の場合：W=－5.95 kPa 
Vmaa＝38m/s の場合：W=－6.62 kPa 
Vmax＝40m/s の場合：W=－7.34 kPa 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.3.1 ピーク風圧係数最小値の分布 
-7.65 
-2.0 
-3.0 
-4.0 
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4.3.2 モデル台風の通過に伴う屋根面に作用する変動風圧の時系列 
モデル台風で決定された平均風速と風向の変化に対応して発生する想定建築物の屋根面各
部での変動風荷重の時系列を作成した。つまり，経過時間を実スケールの 10 分間ごとに分割
して，そのときの風向から来る平均風速を用いた平均速度圧と風洞実験で得られた風圧係数の
時系列（平均風速により時間スケールが異なる）を乗じて実時間 10 分間相当の風荷重の時系
列に変換し，それらを連続的につないで行く方法で，台風の接近から遠ざかるまでの間に生じ
ると考えられる風荷重の時系列を作成した。なお，形状が同じ建築物においても台風の進路と
建築物の向きの関係によって，屋根面に作用する風荷重の時系列は異なると考えられることか
ら，ここでは図 4.3.2 に示す建築物の向きと方位の関係が異なる 4 ケースについて，屋根面各
部位での風荷重の時系列を作成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
建築物に作用する風圧は部位によって変化するので，ここではコーナー部近くの軒に近い点
（図 4.3.2 の点 a）に注目し，建築物の向きと方位の関係が異なる Case1 と Case 4 のそれぞ
れで得られた風荷重の時系列を比較した結果を図 4.3.3に示す。両者はいずれも同じ台風で同
じ風速の風を受けるが，風に対する建築物の向きが異なるので，荷重の時系列の形状は大きく
異なる。Case1 では台風が接近してくる風向 E からの風のときには点 a が風下側に位置するの
で，平均風圧も変動風圧も小さく，台風が最も接近する 0 時付近から 1 時にかけて－4kPa を
超える強いピーク風圧が発生する状態が 1 時間程度継続する。このときの風向は壁面に対して
斜め 45°となる SW であり，屋根上の円錐渦による強い負圧が発生する風向と一致する。そ
の後，台風が遠ざかるにつれて風速が低下し風圧は小さくなるが，その風向では点 a が風上側
に位置するために比較的強い変動風圧が継続的に作用する。一方，Case4 では，台風が最も接
近する 0 時を挟んで 2 つの強いピーク風圧が作用する時間帯があることが分かる。Case4 にお
いて円錐渦による強い負圧が発生すると考えられる風向は S 付近であり，これらの強い負圧が
作用する時間帯はいずれも風向 S 付近の風向で，風速も比較的強い。このように，同じ建築物
の形状で同じ部位においても台風の進路と建築物の向きの関係により風圧の時系列は大きく
異なるが，風圧のピーク値だけを取り上げると，両者に大きな差は見られない。外装材の疲労
損傷を検討する場合には，荷重の大きさ（振幅レベル）とサイクル数が関係するので，台風が
通過した場合の疲労損傷度は，両者で異なると考えられる。 
N 
図 4.3.2 想定建築物の向きと方位
Case1 Case2 
15° 
a 
30° 
Case3 Case4 
45° 
a 
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4.3.3 屋根葺き材の累積疲労損傷度の試算 
S-N 曲線が既知の外装材の場合，作成された台風通過時に発生する各部の風圧変動の時系列
を用いて，設計風速に達するひとつの台風が通過したときの累積疲労損傷度を算出することが
可能である。そこで，S-N 曲線が既知の屋根外装材を対象に累積疲労損傷度を試算し，屋根外
装材の疲労損傷の程度を評価した。評価では次の仮定による比較的単純な疲労解析を行なった。 
 
①  屋根外装材として機械固定式防水シートを想定し，防水シートの疲労損傷の評価には
図 4.3.4 に示す世良ら
4-6)
の実験による S-N 曲線を用いる注。 
②  疲労損傷度の計算には，修正マイナー則を適用する。 
図 4.3.3 台風通過に伴う風圧時系列データの比較 
Vmax=34m/s，Case1 
10 
20 
30 
40 
0 
風速(m/s) 
N 
風速 
Vmax 
Vmax=34m/s，Case4 
10 
20 
30 
40 
0 
風速(m/s) 
N 
風速 
Vmax 
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③  片振り載荷から両振り載荷への S-N 曲線の補正，および風荷重波形の入力における平
均荷重の効果については修正 Goodman 法を用いる。 
④ 疲労損傷の計算に入力する荷重の振幅，平均荷重およびサイクル数は，前述の台風通過
時の風圧時系列データのレインフロー解析により求める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
修正マイナー則による疲労損傷度 D は式(4-10)による。 
∑=
k
i i
i
N
n
D  (4-10) 
 
ここで，niは一定振幅（圧力範囲）Si のサイクル数，Niは Si下での損傷サイクル数，k は一
定振幅 Siの種類数である。疲労破壊は D≧1 のときに生じる。また，修正 Goodman 法は式(4-11)
で表される。 
1=+
u
m
re
r
S
S
S
S
  (4-11) 
 
ここで，Srは圧力範囲，Sm は平均圧力，Suは屋根葺き材の終局圧力，Sre はゼロ平均値をもつ
等価な圧力範囲である。なお，この防水シートの終局圧力 Su は 14kPa としている 4-7)。 
なお，図 4.3.5 は防水シートと高力ボルトの疲労曲線を比較した結果であり，図中の K1～
K3 は，鋼構造物の疲労設計指針・同解説 4-8)に示されている高力ボルトの疲労曲線である。図
の縦軸は部材の終局耐力に対する一定振幅の荷重範囲の比率で表している。これによれば，試
験対象の防水シートは，鋼材と比較してかなり少ない繰返し回数で破壊に至る疲労特性をもつ
ことが分かる。 
 
 
Sr=15N
-0.2
 
注：通常の S-N曲線は応力とサイク
ル数の関係で表されるが，この
曲線は圧力とサイクル数の関係
で表されているので，ここでは
それに従う。 
図 4.3.4 防水シートの S-N 曲線
4-6）
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以上の仮定より，モデル台風の通過に伴う屋根面各部位での防水シートの累積疲労損傷度を
求めた。図 4.3.6は Vmax=40m/s のモデル台風における想定建築物 Case1～Case4 についての累
積疲労損傷度 D の分布である。疲労損傷度が大きくなる領域は，いずれのケースも台風が最
も接近するときの風向 S～SW において風上側端部の風圧が大きい部位に限定されており，い
ずれも円錐渦による強い負圧が発生する領域（図 4.3.1参照）と一致する。ただし，疲労損傷
度 D の値は，台風の進路と建築物の向きの関係により変化し，屋根面全体での疲労損傷度の
最大値は Case1 が最も大きく D=1.82，Case4 が最も小さく D=0.57 となる。Case1～Case3 では
D の最大値が 1 を超えていることから防水シートの疲労破壊が生じ，Case4 では疲労破壊が生
じないと考えられる。なお，ここで計算に用いた防水シートの終局圧力は Su＝14kPa，ピーク
風圧係数から求めた設計用風荷重は W=7.34kPa であり，その比が 1.9 の比較的高い値であるこ
とを考えると，これよりさらに設計荷重に対して終局圧力に余裕がない（安全率が低い）場合
には設計風速に至らない台風が通過した場合でも，防水シートが疲労破壊することは十分に考
えられる。また，図 4.3.6 に示す解析結果では疲労損傷の影響範囲は非常に狭く，D≧1 の疲
労破壊が生じると考えられる範囲はさらに狭いが，多くの外装材の破損は進展性をもつので，
外装材の一部の破損は他の部位の破損へと連鎖的に拡大することも考えられ，たとえ局所的な
破損であったとしても軽視できない。 
 
 
 
 
 
図 4.3.5 防水シートと高力ボルトの疲労曲線の比較 
注： K1～K3 の高力ボルトの
終局耐力を1000Mpaとした。 
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疲労損傷度が最も高い値を示した Case1 について，屋根面全体のうちの疲労損傷度の最大値
と設計風速の関係を図 4.3.7 に示す。風速増加に伴い疲労損傷度は急増し，Vmax＝34m/s での
D＝0.26 に対して Vmax=40m/s では約 7 倍の D=1.82 になる。このことは，風速の増加が僅かで
あっても荷重とサイクル数の両方が増加し，外装材の疲労損傷に大きな影響を与えることを意
味する。外装材の疲労損傷を対象とした耐風圧試験を行う場合の動的載荷条件の設定において
は，これらを理解したうえで合理的に設定する必要があると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.3.6 疲労損傷度の分布
（コンターラインは 0.1 間隔） 
N 
Case1 
1.82 
0.1 
0.73 
Case2 
1.76 
0.1 
1.34 
Case3 
1.42 
0.1 
Case4 
0.57 
0.1 
図 4.3.7 Case1 の建築物における防水シートの 
疲労損傷度の設計風速による変化 
Damage 
Non Damage 
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4.3.4 疲労損傷に寄与する変動風圧 
台風の通過に伴い外装材には，様々な振幅と平均値（１サイクルの変動幅の中間値）をもつ
変動風圧が作用する。図 4.3.8は図 4.3.6 に示す Case1 で疲労損傷度の最大値（D=1.82）を示
した測定点における風圧波形からレインフロー法により求めた，風圧の振幅および平均値別の
発生頻度分布である。なお，図中の振幅と平均値の軸の数値はそれぞれの階級幅の上限値で表
している。また図 4.3.9 は図 4.3.4 の疲労曲線により求めた防水シートの累積疲労損傷度 D
の振幅および平均値別の寄与率を表したものである。 
図 4.3.8 からわかるように，外装材に作用する変動風圧は，500Pa 以下の小振幅の変動が大
半を占め，全サイクル数の 88％であった。一方，疲労損傷度への寄与率は，図 4.3.9 に示す
ように 500Pa 以下の小振幅の変動の寄与率が非常に低く，全体の約 3％程度であった。つまり
疲労損傷を考慮した耐風圧試験における加圧波形の作成に当たっては，風圧変動の大半を占め
る小振幅の変動を省略しても疲労損傷に与える影響は小さいといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
サイクル数 
振幅(Pa) 
振幅(Pa) 
平均値(Pa) 
図 4.3.8 風圧時系列データにおける風圧変
動の振幅および平均値別の発生頻度 
寄与率 
振幅(Pa) 
平均値(Pa) 
図 4.3.9 風圧時系列データにおける風圧変動の
振幅および平均値別の累積疲労損傷度寄与率 
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4.4 壁面に作用する変動風圧特性 
4.4.1 壁面のピーク風圧 
風洞実験により得られた正側および負側のピーク風圧係数の全風向中の最大値および最小
値の分布を図 4.4.1に示す。この結果によれば，全測定点，全風向中のピーク風圧係数の最大
値および最小値は 2.5 および—3.5 であった。これらのピーク風圧係数より求められる
Vmax=37.4m/s（建築基準法での基準風速 V0＝34m/s）の場合の設計用風荷重は，それぞれ 2.1kPa
および－3.0kPa である（内圧を 0 と仮定）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.4.2 モデル台風の通過に伴う壁面に作用する変動風圧の時系列 
モデル台風は，後述する対象建築物の建設地点（対象地点と呼ぶ）に最接近する時刻におい
て，対象建築物の高さ H=20m での風速が設計風速（Vmax＝37.6m/s）となる条件を設定した。
このときの台風の中心と周辺の気圧差は 4350Pa である。台風の進路は対象建築物の西側をほ
ぼ北北東（γ＝70°）に向かって通過することとし，台風の中心が対象地点に最も接近する距
離は 50km とした（図 4.4.2）。また，対象地点の地表面粗度区分はⅡ，台風上陸に伴う進行速
度，中心気圧などの減衰は与えないこととした。図 4.4.3 にモデル台風の通過に伴う対象地点
における平均風速および平均風向の変化を示す。図の横軸は台風の中心が対象地点に最も接近
した時刻を 0 時とした場合の時間で表している。対象建築物の高さ H（＝20ｍ）における設計
風速 VH は，平成 12 年建設省告示第 1458 号に従い，基準風速 V0＝34m/s，地表面粗度区分Ⅱ
として算定し値であり，4.2.1 項に示す Vmax=34m/s と同じ条件である。 
 
 
 
 
図 4.4.1 ピーク風圧係数の全風向中の最大値および最小値の分布 
(a) 正側のピーク風圧係数 (b) 負側のピーク風圧係数 
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建築物の形状が同じであっても台風の進路と建築物の向きの関係によって壁面に作用する
変動風圧時系列は異なると考えられることから，ここでは図 4.4.4に示す建築物の向きと方位
の関係が異なる 6 ケースについて，壁面各部位での風圧時系列を作成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
風圧の変動が大きい測定点における風圧時系列の波形の例を図 4.4.5 に示す。同図(a)は，
Case1 の点 a（高さ 0.7H）における時系列である。台風が最接近する時刻 0 時（風向 SW）に
は点 a が風上側の隅角部付近に位置するので，点 a では強い正のピーク風圧が作用し，そのと
きの風圧の変動も大きい。また，平均風圧が正圧から負圧あるいは負圧から正圧に変化する時
刻 0 時付近および 1 時付近では，風圧の変動幅が非常に大きくなることがわかる。図 4.4.5(b)
は時刻 0 時において風上側壁面の淀み点に位置する Case4 の点 b（高さ 0.7H）での時系列であ
る。この点でも時刻 0 時付近で強い正圧を示すが，風圧の変動幅は前述の点 a より小さい。図
4.4.5(c)は時刻 0 時の風向（SW）において局部風圧が発生すると考えられる Case3 の点 c（高
さ 0.95H）での時系列である。この点では，時刻 0 時の直前で正圧から負圧に変化し，0 時か
ら 1 時にかけて強い負のピーク風圧が発生する。この時間帯では風圧の変動幅も大きい。その
後は風速の低下に伴い負圧が減少傾向を示すが，１時付近では正側と負側に比較的広い変動幅
をもつ風圧が作用する。図 4.4.5(d)は Case5 の点 d（高さ 0.1H）における時系列である。高さ
が低い点 d においても長時間に亘って強い負のピーク風圧が繰返し作用することがわかる。こ
のように壁面隅角部付近では，壁面中央部に比べて正圧側，負圧側ともに変動が大きいので，
N 
対象地点 
台風進行方向 
（中心経路） 
C=10m/s 
図 4.4.2 モデル台風の進路
と対象地点の関係 
50km 
γ=70° 
E 
図 4.4.3 モデル台風通過に伴う対象地点での 
風向と風速の変化 
N 
Case1 Case2 
15° 
Case4 
45° 30° 
Case3 
図 4.4.4 想定建築物と方位の関係 
Case5 
60° 
Case6 
75° 
壁面 A 
B 
C 
D 
壁面 
A 
B 
C 
D 
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隅角部付近の外装材は負圧側だけでなく正圧側の変動風圧による疲労損傷について注意する
必要があると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.4.3 壁面における変動風圧発生頻度特性 
図 4.4.6 は，図 4.4.5 に示した点 a～点 d の時系列を用いてレインフロー法により求めた変
動風圧の振幅および平均値（１サイクルの変動幅の中間値）別の発生頻度分布である。ここで
の振幅は片振幅で表しており，平均値は変動幅の中間値を示す。なお，図中の振幅と平均値の
軸の数値は，それぞれの階級幅（0.2kPa）の中間値で表している。台風が接近して遠ざかるま
での 10 時間分の風圧波形におけるレインフローカウントによる総サイクル数は，いずれの点
も 7～8 万サイクル程度であった。そのうち 0.2kPa 以下の低振幅の変動は，いずれの点におい
ても総サイクル数の 95％を超える。風圧時系列波形でのピーク値（正側および負側の瞬間最
大値）が各点での設計用風荷重に相当するとすれば，0.2kPa の振幅は設計用風荷重の 1 割に満
たない値である。高サイクル疲労を対象とした場合，一般的な材料における疲労限度が材料強
度の 1/2 程度であるから 4-9），設計荷重の 1 割に満たないこれらの低振幅の変動は外装材の疲
労損傷にほとんど影響しないと推測される。壁面の中央に位置する Case4 の点 b では，図4.4.6 
(b)に示すように他の点と比べて低振幅側に分布している。一方，台風が最接近する時刻 0 時
において局部風圧が発生する箇所に位置する Case3 の点 c では，図4.4.6(c)に示すように振幅，
図 4.4.5 モデル台風通過に伴う壁面における変動風圧の時
(a) Case1 点 a 
a 
Case1 
b 
Case4 
(b) Case4 点 b 
(c) Case3 点 c 
c 
Case3 
(d) Case5 点 d 
d 
Case5 
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平均値ともに広い範囲に分布していることが分かる。このことは，壁面隅角部付近の外装材は
ピーク風圧による短期的な荷重だけでなく，変動風圧による繰返し荷重についても不利な条件
下にあることを示している。 
 
 
 
 
sou 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.4.7 は，図 4.4.6に示した変動風圧の発生頻度をもとに，振幅階級毎の頻度の合計（平
均値軸方向に足し合わせた頻度）を総サイクル数で除して相対頻度で表し，振幅別にプロット
したものである。この図からわかるように，壁面中央の点 b を除く壁面隅角部付近の点 a,c お
よび d では，振幅別の相対頻度がいずれの点も比較的に近い値を示している。このことは，風
圧の変動が大きい壁面端部付近での振幅と相対頻度の関係について一般化できることの可能
性を示唆している。ここでは参考までに，点 a，c および d についての相対頻度の近似式を図
4.4.7に示した。この近似式では，疲労損傷に影響しないと考えられる最も低い振幅の相対頻
度を近似対象から除外している。 
図 4.4.6 風圧時系列における変動風圧の振幅および平均値別の発生頻度 
(a) Case1 点 a 
総サイクル数 
70424 
(b) Case4 点 b 
総サイクル数 
78062 
(d) Case5 点 d 
総サイクル数 
75169 
(c) Case3 点 c 
総サイクル数 
84070 
は頻度が軸の範囲を超えていることを示す。 
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4.4.4 累積疲労損傷度から見た繰返し風力 
モデル台風の通過に伴う変動風圧による壁面各部の外装材の累積疲労損傷度の試算を行な
った。疲労損傷度の計算には修正マイナー則を適用し，式(4-12)に示す疲労損傷度を求めた。
外装材の疲労特性には，図 4.4.8 に示す一般的なアルミ部材（A6063-T5）の S-N 曲線 4-10)を用
いることとした。平均荷重が疲労損傷に与える効果は修正 Goodman 線図を適用した。また，
外装材の耐風設計上の安全率は 1.5～2 程度とされることが多いことから，ここでは破損の対
象としたアルミ部材の安全率を 1.5 とし，設計用風荷重（－3.0kPa：4.4.1 項参照）に相当する
荷重が外装材に作用したときにアルミ部材に生じる応力が，アルミ材の終局応力（212Mpa）
の 1/1.5 になる条件を仮定した。 
 
∑=
k
i i
i
N
nD   (4-12) 
ni：一定振幅 Siのサイクル数 
Ni：Si下での損傷サイクル数 
k：一定振幅 Siの種類数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.4.7 振幅別の相対頻度 
図 4.4.8 アルミ部材の S-N 曲線
4-10)
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以上の条件により計算した壁面各部の疲労損傷度 D の分布を図 4.4.9 に示す。いずれのケ
ースも壁面の隅角部付近での値が大きくなる傾向を示し，各ケースの疲労損傷度 D の最大値
は表 4.4.1 のとおりであった。この試算結果では，いずれのケースにおいても疲労損傷度 D
が 10-5～10-4 の非常に小さい値であり，設計風速に達する台風が通過した場合においても外装
材は疲労損傷しないこと示している。これは，数多くの低振幅の変動を含む総サイクル数が 7
～8 万回程度の繰返し荷重を対象にして，一般に高サイクル疲労とよばれる疲労損傷評価を行
なったからであると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4.4.1 疲労損傷度 Dの最大値とその発生場所 
Case 疲労損傷度 D 発生場所 
（位置，高さ） 
1 5.89×10-5 隅角部付近，0.95H 
2 8.47×10-5 隅角部付近，0.95H 
3 1.02×10-4 隅角部付近，0.95H 
4 6.21×10-5 隅角部付近，0.3H 
5 1.01×10-4 隅角部付近，0.95H 
6 9.84×10-5 隅角部付近，0.95H 
 
 
Case1 
5.89×10
-5
 
壁面 D 壁面 A 壁面 B 壁面 C 壁面 D 壁面 A 壁面 B 壁面 C 
Case2 
8.47×10
-5
 
Case4 
6.21×10
-5
 
壁面 D 壁面 A 壁面 B 壁面 C 壁面 D 壁面 A 壁面 B 壁面 C 
Case3 
1.02×10
-4
 
壁面 D 壁面 A 壁面 B 壁面 C 
Case5 
1.01×10
-4
 
壁面 D 壁面 A 壁面 B 壁面 C 
Case6 
9.84×10
-5
 
図 4.4.9 疲労損傷度 Dの分布 
（コンターは 2×10
-5
ピッチ） 
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図 4.4.10 は，季節風を想定した一定の風向に固定した場合の風圧時系列をもとに 1 時間当
たりの疲労損傷度 D を風速別に算出し，その値から外装材が疲労損傷するまでの時間（D≧1
となるまでの時間）を算出した結果である。ここでは，壁面の隅角部付近での局部風圧が発生
する部位とその風向角を選定しているので，外装材の疲労損傷に対して最も不利な条件である
と考えられる。この条件下においても外装材が疲労損傷するには，平均風速が 30m/s の場合で
106 時間，10m/s の場合で 1023 時間を要するので，建築物の供用期間中において外装材が季節
風などによる高サイクル疲労で破損する可能性も低いことが分かる。 
しかし，外装材として使用される部材には，比較的低い荷重で部材の一部に塑性変形が生じ
るいわゆる低サイクル疲労が問題となるような部材（薄い金属板や薄板の固定金具等）もある
ので，全ての壁外装材が疲労損傷する可能性が低いということではない。低サイクル疲労にい
ては，個々の部材の固定状況によってその特性が大きく異なり，疲労損傷度の推定が非常に難
しいので，変動風圧による繰返し荷重に対する壁外装材の安全性については主に低サイクル疲
労を対象として確認する必要があると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.5 まとめ 
最大風速が設計風速に達する台風が通過する間の風向と風速の変化を考慮した屋根面およ
び壁面に作用する風圧時系列を作成し，その変動風圧特性を示した。また，それらの風圧時系
列を用いて外装材の疲労損傷度の試算を行なった。これにより以下のことが分かった。 
・ 台風通過時に外装材に作用する風荷重の時系列は，同じ建築物形状の同じ位置であって
も，台風の進路と建築物の向きの関係によって大きく異なり，外装材の累積疲労損傷度
も台風の進路と建築物の向きの関係により変化する。 
・ シート防水システムのような特殊な疲労特性をもつ屋根外装材においては，ピーク風圧係
数から求められた設計用風荷重と比べて外装材の終局強度が十分に大きい場合でも，そ
の地点で設計風速に達する 1つの台風の通過によって生じる繰返し荷重により，外装材が
疲労破壊する可能性がある。 
・ 外装材の累積疲労損傷は，一定の風速値を超えると風速の僅かな増加でも急激に進行す
図 4.4.10 疲労損傷に要する時間 
-85- 
 
る。 
・ 台風通過時に外装材に作用する風圧波形は小振幅の変動が大半を占めるが，それらの累
積疲労損傷への寄与は極めて小さい。 
・ 台風通過時に壁面に作用する変動風圧の振幅は壁面隅角部付近で大きく，平均風圧が正
圧である場合においても変動風圧の振幅は壁面中央部より隅角部付近の方が大きい。 
・ 振幅が大きい変動風圧の発生頻度も壁面中央部より隅角部付近の方が高い。 
・ 疲労損傷度が高くなる壁面端部付近での振幅と相対頻度の関係は，疲労損傷にほとんど寄
与しない低振幅成分を除けば，一般化できる可能性がある。 
・ 建材として一般的に用いられるアルミ材を壁外装材に使用した場合，1.5 程度の安全率を
設定することで，設計風速に達するひとつの台風が通過した場合においても疲労損傷す
る可能性は低く，また，季節風による高サイクル疲労の可能性も低いと考えられる。 
・ ただし，壁外装材には比較的低い荷重から塑性変形する薄板の材料が用いられる場合が
あるので，低サイクル疲労に対する安全性の確認は必要である。 
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第 5 章 繰返し風力に対する耐風性能評価 
 
5.1 序 
1974 年にオーストラリア北部のダーウィンを襲ったサイクロン Tracy の被害報告では，金属
屋根のファスナー部での疲労破壊であったとしており
5-1）
，この報告を受け，ダーウィン地区
の建築マニュアル
5-2）
に 1 回の強風イベント（1 つのサイクロンの通過）で生じる変動風圧を
想定した屋根葺き材システムの疲労試験が盛り込まれ，その後，標準試験方法 TR4405-3）が提
案された。北米では Baskaran らによってシート防水システムを対象とした繰返し載荷試験で
ある SIGDERS の方法 5-4）が提案された。この方法も 1 回の強風イベントで生じる変動風圧を
想定している。国内においては，植松らがシート防水システムの耐用年数を 20 年として，そ
の期間中に発生する強風による防水システムの累積疲労損傷に寄与する変動風荷重の大きさ
と繰返し回数を統計的に求め，その結果から繰返し載荷試験での載荷条件の設定方法
5-5）
を提
案している。これらの方法によって外装材の疲労損傷を評価するための載荷試験の条件（荷重
の大きさと繰返し回数）を設定することが可能であるが，提案されている載荷条件にはそれぞ
れ大きな差が見られる。また，これらの載荷条件を決定する際に用いられている外装材に作用
する変動風圧のデータは，一定の風向の風洞試験結果が用いられているため，台風のように時
間とともに風向と風速が変化する強風イベントに現実的に対応していないと思われる。 
一方，河井らは建築物の供用期間中に発生する強風の風速レベルと継続時間の関係および部
材の S-N 曲線を用い，建築物の供用期間中における外装材の累積疲労損傷度の評価方法 5-6)を
提案している。この方法によって風による外装材の疲労損傷に対する安全性を比較的容易に評
価することが可能となるが，そのためには外装材の S-N 曲線や風速と外装材に作用する風圧
の関係（ピーク風圧の振幅や単位時間当たりのピーク発生回数）が既知であるか，あるいは仮
定する必要がある。多くの外装材は複数の部材により構成されているので荷重の伝達経路が複
雑で S-N 曲線の仮定が困難であること，また外装材はさまざまな形状・規模の建築物に用い
られるので風速と風圧の関係の仮定が難しいことから，外装材の開発段階においては河井らの
方法を適用できない場合が多いと考えられる。 
外装材の累積疲労損傷については，植松や河井の方法のように建築物の供用期間中起こり得
る台風などの複数の強風イベントについて検討される場合もあるが，TR440 や SIGDERS のよ
うに設計風速に達するひとつの台風が通過した時に発生する繰返し荷重（従来の等価静的設計
における設計用風荷重を含む）に対する安全性を確保することは耐風設計上の最低限の要件で
あると考えられる。 
本章では，台風通過に伴う繰返し風力に対する外装材および付属物の耐風性能評価のための
載荷試験方法についての検討を行うとともに，繰返し風力による疲労損傷の可能性を示し，さ
らに繰返し載荷試験での課題についても述べる。 
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5.2 台風通過時の変動風圧を再現した載荷試験 
 設計風速に達するひとつの台風の通過に伴う変動風圧によって建築物の屋根面に施工され
た機械固定式シート防水システムが疲労損傷する可能性については 4.3節に示したとおりであ
るが，その結果は解析的に推測したものである。そこで，実物の機械固定式シート防水システ
ムの試験体を用いて，台風通過に伴い建築物屋根面に作用する現実的な変動風圧時系列に相当
する繰返し載荷試験を行ない，外装材の疲労損傷の再現を試みた。また，これに併せて，試験
時間の短縮を図るための載荷時系列の簡略化の方法について検討した結果についても述べる。 
 
5.2.1 試験体と載荷試験装置 
 試験対象としたシート防水システムは，図 5.2.1に示すように屋根下地に金属ディスクを固
定し，そのディスクに防水シートを電磁誘導加熱（IH）によって熱溶着させる工法のものであ
る。試験体は，金属ディスクが縦横 600 ㎜の間隔で配置されることを想定し，ディスクが中央
に取付けられた塩化ビニル系の防水シートを 600mm 四方の枠に固定したものである。試験体
への載荷は，図 5.2.2に示す装置を用い，試験体の天地を逆にした状態で固定し，ディスク固
定用ビスをロードセルを介してPC制御の電動ジャッキにより上方向へ引き上げることにより
行なった。試験体の変位はレーザー変位計により，ディスク中央の変位を測定することにより，
ディスク固定間隔中央付近でのシートの変形量とした。試験装置の様子を写真 5.2.1 に示す。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.2.1 機械固定式防水シートの固定部 
図 5.2.2 試験装置の概要 写真 5.2.1 試験装置 
ディスク 
ロードセル 
防水シート 
ビス固定治具 
電動ジャッキに
より引き上げる 
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5.2.2 防水シートの基本性能 
台風通過に伴う変動風圧の繰返し載荷試験に先立ち，防水シートの静的載荷試験による破壊
強度の確認，および一定載荷振幅の繰返し載荷試験による簡易な疲労特性の確認を行なった。
試験装置は，図 5.2.2 と同様である。 
静的載荷試験の結果，防水シートの終局耐力は－2.9kN であった。ディスク 1 枚の想定負担
面積（0.6m×0.6m＝0.36m2）で除して単位面積当たりの風荷重に換算すると－8.0kPa に相当す
る。定振幅繰返し載荷試験では，終局耐力の約 2/3（＝－2.0kN，－5.6 kPa 相当）および約 1/3
（＝－1.0kN，－2.8kPa 相当）の荷重を最大値 F とする 0－F の一定荷重幅の繰返し載荷を行
ない，防水シートが破損する回数を求めた。その結果 F=－2.0kN（－5.6kPa 相当）で 56 回，
F=－1.0kN（－2.8kPa 相当）で 599 回で防水シートは破損した。図 5.2.3はこの結果を描いた
疲労曲線である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.2.3 台風通過に伴う変動風圧を考慮した載荷時系列 
台風通過に伴い屋根面に作用する風圧の波形は 4 章に示した方法により，モデル台風と風洞
実験（風圧実験）の結果をもとに作成した。想定した建築物は幅 20ｍ×奥行き 20m×高さ 10
ｍであり，建設地の地表面粗度区分はⅡ，台風が最接近した時の風速（建築物の高さにおける
風速）は Vmax＝34m/s と 40m/s を想定している。以後，Vmax＝34m/s の場合を Case1，Vmax＝40m/s
の場合を Case2 と呼ぶ。図 5.2.4 は屋根面の最端部を除く部位において最も強い負圧が発生す
る位置（図中の点 a，測定点 No.114）での Case1 おいび Case2 についての風圧波形であり，台
風が建築物に最接近する時刻を 0 時としている。作成した風圧波形で最も強い負圧は Case1 で
－4.0kPa，Case2 で－5.6kPa であり，これらの値を等価静的設計法での設計用風荷重であると
考えると，これらの設計用風荷重に対する前述の防水シートの終局耐力（－8.0kPa 相当）の
比は Case1 で約 2，Case2 で約 1.5 である。 
 
図 5.2.3 機械固定式防水シートの疲労損傷特性 
載荷サイクル N（回） 
載
荷
振
幅
P
（
k
P
a
）
 
-89- 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 変動風圧の波形には累積疲労損傷に影響しない程度の振幅の小さい変動も多く含まれてお
り，これらを省略することにより試験時間の大幅な短縮が可能となる。図 5.2.5 は前述の風
圧波形からレインフロー法により求めた，風圧の振幅および平均値（１サイクルの変動幅の中
間値）別の発生頻度分布である（図中の振幅と平均値の軸の数値はそれぞれの階級幅の上限値
で表している）。また図 5.2.6 は図 5.2.3 の疲労曲線を用いて式(5-1)により求めた防水シート
の累積疲労損傷度 D の振幅および平均値別の寄与率を表したものである。 
 
∑=
k
i i
i
N
n
D  (5-1) 
ni：一定振幅 Siのサイクル数 
Ni：Si下での損傷サイクル数 
k：一定振幅 Siの種類数 
 
 
 
 
図 5.2.4 台風通過に伴う屋根面に作用する変動風圧の時系列 
(b) Case2：V
max
＝40m/s 
(a) Case1：V
max
＝34m/s 
建築物の方位および 
屋根面の対象点 a 
N 
建築物 
台風進行方向 
（中心経路） 
モデル台風の進路と 
対象建築物の関係 
γ=70° 
E 
50km 
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 図5.2.5に示すようにCase１，Case2での変動風圧の時系列は，小振幅の変動が大半を占め，
Case1 の場合で 0.2kPa 以下，Case2 の場合で 0.25kPa 以下の振幅のサイクル数は全サイクル数
の 90％を超える。一方，累積疲労損傷度への寄与率は，図 5.2.6 に示すように前述の 0.2 また
は 0.25kPa 以下の小振幅の変動の値が非常に低く，全体の 3 または 2％程度であった。つまり
図 5.2.5 風圧時系列における風圧変動の振幅および平均値別の発生頻度 
(a) Case1:V
max
=34m/s (b) Case2:V
max
=40m/s 
図 5.2.6 風圧時系列における風圧変動の振幅および平均値別の累積披露損傷度の寄与率 
(a) Case1:V
max
=34m/s (b) Case2:V
max
=40m/s 
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載荷波形の作成に当たっては，風圧変動の大半を占める小振幅の変動を省略しても疲労損傷に
与える影響は小さいといえる。そこで，載荷試験で再現する波形は，変動する風圧波形のピー
ク値を抽出したうえで，Case1 では振幅 0.2kPa 相当（72N）以下，Case2 では振幅 0.25kPa 相
当（90N）以下の変動を省略することとした。これにより，載荷サイクルの総数は Case1 で 6350
サイクル，Case2 で 9200 サイクルとなり，試験時間を大幅に短縮できる。なお，この全載荷
サイクルが作用した場合の防水シートの疲労損傷度はCase1でD=1.07（もとの波形でD＝1.10），
Case2 で D=3.88（もとの波形で D＝3.94）であり，Case1 では載荷終了直前，Case2 では載荷
途中に疲労破壊することが予想される。 
 
5.2.4 繰返し載荷試験結果 
 前述の方法により作成した載荷用の時系列に従って，試験体への繰返し載荷を行なった。こ
の試験装置での載荷速度は 1 サイクルの載荷に約 1 秒間を要した。Case1 の繰返し載荷では，
全載荷波形の載荷終了時点においても防水シー
トの破損は見られなかった。 
一方，Case2 の繰返し載荷では，その途中で
防水シートの破損が見られた。図5.2.7にCase2
の繰返し載荷における荷重とシートの変位の測
定値の時系列を示す。この図では，載荷した荷
重をディスク 1 枚当りの負担面積で除した風圧
換算値で表している。防水シートの破損は，3342
番目の載荷サイクルのときに防水シートのディ
スク外周部で生じた（写真5.2.2参照）。図5.2.3
の疲労曲線を用いて破損時点での累積損傷度を
求めると D＝1.52 であり，試験体ごとの強度の
ばらつきや，定振幅載荷から求めた疲労曲線の
精度を考えるとおおむね予想どおりの結果であ
ったといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.2.7 繰返し載荷試験での荷重と変位の測定値の時系列（Case2） 
 
写真 5.2.2 繰返し載荷試験によって 
破損した試験体の様子（Case2） 
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5.3 風圧時系列を再現した圧力箱による耐風圧試験 
 前節において検討した耐風通過に伴う変動風圧を再現した載荷試験は，電動アクチュエータ
を用いた載荷方法によっている。この載荷方法では，受風面積が大きい外装材や固定部の構造
が複雑な場合の外装材には対応できないので，外装材の耐風圧試験に一般的に使用されている
圧力箱（図 3.2.2参照）を用いて載荷することができれば，多くの外装材に対応できることに
なる。そこで，本節では圧力箱を用いた耐風圧試験装置を用いてランダムに変動する変動風圧
波形を模擬的に加圧した結果を示し，外装材の疲労損傷を考慮した耐風圧試験方法の今後の課
題について検討した。 
 
5.3.1 加圧波形 
 屋根葺き材に作用する風圧時系列は 4.2 節に示した方法により，モデル台風の作成と風洞実
験結果をもとに作成した。想定した建築物は地表面粗度区分Ⅱの地域に建設される幅 20m×奥
行き 20m×高さ 10m の低層建築物であり，モデル台風は建築物の西側を通過し，建設地点で
の設計風速（最大風速）が 34m/s になるように設定した。図 5.3.1の波形は屋根面の端部（端
部から建築物の幅の 1 割の部位）を除く一般部において最も強い負圧が発生する位置（図中の
点 a）での風圧波形であり，最大で－3.0kPa を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
建具や屋根葺き材などの外装材の耐風圧試験で一般的に使用される圧力箱では，圧力箱内部
の気積が大きいために実際の台風時における変動風圧のような短い周期の圧力変動を与える
ことが難しく， 2 秒程度の周期までの風圧変動の再現が限界である場合が多い。Cook らは，
BRERWULF と呼ばれる 2Hz 程度の変動風圧を再現できる実験装置を開発し，5m×5m の屋根
の試験体に加圧試験を行なった結果を報告している
5-7）
。その結果によれば，加圧により大き
く変形する試験体の場合には，変形の時定数が大きいために載荷圧力の応答が低下し，目標波
形の変動周期を 4 倍（0.5Hz）にすることで，圧力箱内の圧力がほぼ追従することを確認して
図 5.3.1 台風通過に伴う点 a における変動風圧波形 
耐風圧試験で再現した 
風圧波形の区間 
台風の最接近時刻 
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いる。このことからも，変形や漏気が大きい試験体では，実際の風圧変動と同等の周期で加圧
することが非常に困難であることが分かる。 
 外装材設計用風荷重がピーク風圧係数をもとに設定されるように，外装材に作用する風荷重
は外装材の振動（変形）に伴う慣性力を無視できる程度であると考えられるので，ここでは風
圧変動の周期は考慮せず，変動する風圧波形のピークを抽出し，その圧力を正確に再現できる
ように加圧ファンを制御することとした（ただし，0.1ｋPa 以下の微小な風圧変動の再現は省
略している）。図 5.3.2は，屋根面における風圧 P，圧力制御データとして与えた設定圧力 Ps
および実際に加圧された圧力箱内での圧力 Pc の時系列波形を比較した例である。下段の圧力
波形の横軸は圧力制御のサイクル数で表しているが，実際の 30 秒間の風圧波形の加圧には約
330 秒間を要する。風圧波形 P と設定圧力 Ps はピーク値が同じであるので，時間軸のズレを
除けば波形の形状は良く一致しており，微小な圧力変動の省略は問題ない程度であると考えら
れる。また，圧力箱内の圧力 Pc は設定圧力 Ps と良く一致していることが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.3.2 金属屋根葺き材の耐風圧試験 
図 5.3.3 に示す立平葺金属屋根の試験体を対象に変動風圧の時系列を用いた耐風圧試験を
行なった。この試験体は，３章（3.2 節）に示した屋根葺き材と同じである。この試験体の破
壊荷重は約－4.8kPa で，ハゼ部が面外方向に折れ曲がって破壊した。また，ハゼ部付近の変形
は，風圧波形の最大値（設計用風荷重）である－3kPa 付近まで，荷重の増加に比例してほぼ
直線的に変化している（概ね弾性範囲である）ことを確認している（図 5.3.4）。 
 
 
 
 
 
図 5.3.2 屋根面における風圧 P，設定圧力 Psおよび 
圧力箱内の圧力 Pcの時系列波形 
設定圧力 Ps 
圧力箱内の圧力 Pc 
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風圧波形を正確に再現した加圧には長時間を要するため，ここでは台風が最接近する時刻 0
時を挟む前後 30 分の計 1 時間分の変動風圧を載荷した（図 5.3.1参照）。この試験に要した時
間は 11 時間であった。代表的な変位測定位置（図 5.3.3の③の位置）での波形の例を図 5.3.5
に示す。同図(a)は加圧開始直後，(b)は風圧が最も大きくなる台風最接近時，(c)は加圧終了直
前の変位の波形である。また，同図には，図 5.3.4 に示す荷重と変位の関係式を用いて，圧力
箱内の圧力から予測した変位の計算値も併せて示している。試験体が載荷に対して弾性的な挙
動を示している場合には，変位の計算値と測定値はほぼ一致し，塑性化が進めば変位測定値が
大きくなると考えられる。加圧開始直後においては，変位の測定値と計算値は良く一致してお
り試験体は弾性的な挙動を示しているが，加圧サイクルを重ねるごとに変位の測定値が計算値
より大きくなる。これは，繰返し載荷により塑性変形しているからであると考えられる。今回
の試験では試験体の破壊にまで至らなかったが，立ハゼの吊子付近において約 1 ㎜の残留変形
が確認された。 
 
 
 
 
 
図 5.3.3 試験体 
 
図 5.3.4 圧力と変位の関係 
（変位測定点③） 
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建具や屋根葺き材の耐風圧試験で一般的に使用されている圧力箱では，台風が通過する数時
間分の圧力波形を載荷するためには何十時間もの時間を要するので，試験を一般化するために
は試験時間の短縮を図る必要がある。そのためには，圧力箱内の気積を減らすなどの短い周期
の圧力変動が与えられる工夫や，試験体に加える圧力波形の簡略化について検討する必要があ
る。また，実際の風圧変動波形より長い周期の加圧となるので，周期の違いによる疲労損傷に
与える影響についても検討する必要がある。今回の試験で行なったように，静的試験結果から
得られる荷重と変位の関係式から求められる変位の計算値と測定値の比較は，試験体の塑性変
形を確認するうえで有効である。 
 
5.4 バルコニー手摺の繰返し載荷試験 
一般に繰返し載荷によって進展する部材の疲労損傷は，応力が大きくなる位置において顕著
に表れるので，単一の素材で比較的単純な構造の建築部材においては，静的載荷試験での破損
箇所で疲労損傷が先行すると考えられる。ところが，建築物の外装材や付属物は，複数の異な
る素材が用いられることが多く，ロードパス（荷重の伝達経路）も複雑になることから，各部
材に作用する応力の状態を予想することが困難である場合が多い。そのため，静的載荷試験と
繰返し載荷試験での破壊箇所や性状も必ずしも一致するとは限らない。 
本節では，３章（3.4 節）で静的載荷試験を行なったバルコニー手摺支柱を対象に繰返し載
荷試験を行ない，破壊性状の差異について報告する。 
 
 
図 5.3.5 変位の測定値と計算値の比較  
 (a)加圧直後，(b)最大圧力付近, (c)加圧終了直前 
(a) 加圧開始直後 
(ｂ) 最大圧力付近 
(ｃ) 加圧終了直前 
測定値 
計算値 
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5.4.1 繰返し載荷試験 
試験体および試験装置は，3.4 節（図 3.4.1，図 3.4.2）に示したものと同様であるが，強風
時における変動風圧による手摺支柱の疲労損傷検討用の基礎データを得ることを目的として，
一定の載荷振幅の繰返し載荷試験を実施した。静的載荷試験の結果，手摺支柱の終局耐力に対
して風荷重が比較的高いレベルなることが想定されることから，ここでは載荷振幅レベルは荷
重レベルが比較的高い 4 段階（終局耐力の約 50，65，80，90％）とした。応力比に相当する
式(5-2)の荷重比 R はいずれも R=0（片振り）とした。繰返し載荷試験の結果を表 5.4.1および
図 5.4.1 に示す。 
 
R=Fmax/Fmin (5-2) 
Fmax：最大荷重 
Fmax：最小荷重 
 
表 5.4.1 繰返し載荷試験の結果 
振幅 
レベル 
荷重振幅 
（N） 
相当風荷重
＊ 
（Pa） 
疲労損傷 
載荷回数 
1 
2 
3 
4 
1140 
1425 
1710 
1995 
1000 
1250 
1500 
1750 
42000 
27400 
16800 
8200 
＊：支柱の負担幅を 1.2m とした場合の風荷重 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.4.1 疲労損傷曲線 
 
5.4.2 繰返し載荷試験での破壊性状 
振幅レベル 1 の供試体では，16000～20000 サイクルでアルミ支柱と芯材を固定する上下２
箇所のリベットが破断し（写真 5.4.1(a)），その後の載荷でアルミ支柱の芯材上端の高さ付近
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で亀裂（写真 5.4.1(b)）が進展し，また芯材の下側リベット固定部での曲げ変形とアルミ支柱
最下部の亀裂（写真 5.4.1(c)）が進展した。試験後の観察において，芯材の下側リベット穴か
ら亀裂が進展した様子が見られ，芯材の曲げ変形の原因になったと推測される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 振幅レベル 2，3 の供試体においも，リベットの破断が先行するが，その後の破壊形態は振
幅レベル１の場合と異なり芯材の変形は見られず，アルミ支柱の芯材上端付近の亀裂により破
壊した（写真 5.4.2(a), 写真 5.4.3(a)）。また，この振幅レベルでは，アルミ支柱の下端での
亀裂も見られた（写真 5.4.2(b), 写真 5.4.3(b)）。振幅レベル 4 では，下側リベットの破断後，
アルミ支柱の芯材上端付近で亀裂が入り破壊したが（写真 5.4.4(a)），支柱の下端付近での破
損は見られなかった。なお，アルミ支柱には各面の中央に化粧用の細い溝が入っているが，繰
返し載荷後においてはこの部位にも亀裂が入っており，微小な断面の変化でも疲労損傷に影響
することがわかる。 
 
 
(b)アルミ支柱の亀裂破壊 
(c)芯材の曲りとアルミ支柱最下
部の亀裂破壊 
 
(a)リベットの破断 
写真 5.4.1 繰返し載荷後の供試体（載荷振幅レベル 1） 
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写真 5.4.2 繰返し載荷後の供試体（載荷振幅レベル 2） 
 
(a) アルミ支柱の芯材上端付近
での亀裂破壊 
 
(b)アルミ支柱の下端付近での亀裂 
 
(a) アルミ支柱の芯材上端付近での亀裂破壊 
写真 5.4.3 繰返し載荷後の供試体（載荷振幅レベル 3） 
 
(b) アルミ支柱側面の下端付近での亀裂 
 
(a) アルミ支柱の芯材上端付近での亀裂破壊 
写真 5.4.4 繰返し載荷後の供試体（載荷振幅レベル 4） 
 
(b) 破壊や変形が見られなかったアルミ支柱
の下端付近 
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4.3 節に示した静的載荷の場合には，アルミ支柱の変形はほとんど見られず，芯材の基部が
変形する。繰返し載荷の場合には，リベットは比較的早い段階で破損し，その後継続して載荷
した場合には，アルミ支柱の芯材上端付近で疲労破壊する。また，載荷振幅が小さい場合には，
芯材基部付近（下部リベットの位置）においても疲労破壊する。 
このように，静的載荷と繰返し載荷によって試験体の破壊モードが異なるのは，複数の素材
が組み合わされているからであると考えられる。その場合，静的載荷試験での弱点部が必ずし
も疲労損傷での弱点部ではないので，静的載荷試験だけでなく，繰返し載荷試験を行う必要が
あると考えられる。また，繰返し載荷の振幅によっても疲労破壊の状況も異なるので，変動風
圧によって様々な荷重振幅についても再現する必要があり，鋼構造疲労設計指針
5-8)
に示され
ている等価振幅を用いた繰返し載荷では，変動風圧によって生じる疲労損傷を適切に評価でき
ない可能性がある。 
 
5.5 まとめ 
 台風などの強風時には建築物の外装材や付属物には繰返し風力が作用するが，わが国におい
ては繰返し風力に対する安全性を確認するための載荷試験が行われている事例は非常に少な
い。本章では，繰返し風力に対する耐風性能評価を行うための試験方法に関する検討を行い，
以下の知見を得た。 
・ 機械固定式防水シートを用いて，台風通過に伴う変動風圧を考慮した現実的な繰返し風力
の載荷試験を行なった結果，防水シートの終局耐力がピーク風圧から設定された設計用風
荷重より 1.5 倍程度大きい場合においても防水シートが疲労損傷することが確認され，外
装材の疲労損傷を考慮した繰返し載荷試験の必要性を示した。 
・ また，耐風疲労性能に関する試験での載荷波形において，小振幅の変動を省略し試験時間
の大幅な短縮ができる可能性を示した。 
・ 建具や屋根葺き材の耐風圧試験で一般的に使用されている圧力箱方式の耐風圧試験装置
を用いて，現実的な繰返し風力の載荷試験を行う場合，実時間の 10 倍以上の時間を要す
ることから，疲労損傷に寄与しない小振幅の変動の省略を積極的に取り入れる必要がある。 
・ 繰返し載荷試験に先立ち，試験体の荷重と変形の関係を事前に確認しておくことにより，
繰返し載荷を受けたときの変位の進展（損傷の進展）の確認に有効であることを示した。 
・ アルミ手摺支柱のように複数の素材が用いられている部材においては，静的載荷試験と繰
返し載荷試験での破壊形態が異なるので，耐風性能評価を行う場合の載荷試験ではピーク
風力に対する静的載荷試験だけでなく，変動風力による繰返し載荷試験も行う必要性があ
ると考えられる。 
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第 6 章 結論 
 
本研究の目的は，建築物の外装材および付属物に作用するピーク風力および変動風圧に伴う
繰返し風力の特性を明らかにし，設計用風荷重を算定するためのピーク風圧係数およびピーク
風力係数を提案するとともに，これらの風力に対する外装材および付属物の耐風性能を評価す
るための載荷試験の事例を示し，試験方法を提案することである。これらを目的として行った
一連の研究結果から得られた知見は次のとおりである。 
 
第 2 章では，建築基準法，あるいは建築物荷重指針などの基規準での例示だけでは十分でな
い，建築物の外装材，あるいは付属物の設計用風荷重を算定するためのピーク風圧係数，およ
びピーク風力係数の充実を目的として，縮小模型を用いて行った風洞実験の結果を示した。実
験対象は，低層住宅の寄棟屋根，低層住宅の軒天井，中・高層建築物のピロティ内部の天井と
壁，および勾配屋根に設置される太陽電池モジュールである。 
低層住宅の寄棟屋根に作用する負のピーク風圧は，屋根のコーナー部で強く，屋根勾配が
10°の場合にはピーク風圧係数にして－8 を超えるケースが見られた。大棟の周辺では屋根勾
配 20°で負のピーク風圧が強くなる傾向にあり，大棟の端部付近ではピーク風圧係数にして
－6 程度の値を示す。また，寄棟屋根特有の隅棟の周辺では，屋根勾配に関わらず－4 程度の
ピーク風圧係数となる。一方，正方形平面の寄棟屋根（方形屋根）の負のピーク風圧は，長方
形平面の場合より弱い傾向にある。これらの結果をもとに寄棟屋根の設計用ピーク風圧係数を
提案した。 
低層住宅の軒天井のピーク風圧は，正圧，負圧ともに平面のコーナー部で一般部よりやや弱
くなる傾向にある。一般部の正のピーク風圧は，直下の壁面と同等の圧力となるが，負のピー
ク風圧は直下の壁面より強くなる場合がある。これらの結果に基づき，軒天井の正の設計用ピ
ーク風圧係数はコーナー部で 1.5，一般部で 1.9，負の設計用ピーク風圧係数はコーナー部で－
1.7，一般部で－2.3 を提案した。 
ピロティ内部の天井面および壁面に作用する正のピーク風圧は，平面の中央部を貫通するピ
ロティの場合，開口部にごく近い範囲にのみ見られ，ピーク風圧係数にして 1.0～1.2 程度の値
である。一方，平面の端部またはコーナー部に配置されたピロティの場合，ピロティが風上に
位置する風向で天井面および壁面の全面に正のピーク風圧が作用し，その最大値は天井面と壁
面でほぼ同等であり，ピーク風圧係数にして 1.4～1.7 である。ピロティ内部の天井面および壁
面に作用する負のピーク風圧は，いずれの配置のピロティにおいても比較的強く，ピーク風圧
係数で－2 を超える。平面の端部に配置されたピロティでは，天井面においてピーク風圧係数
で－3 を超える非常に強い負のピーク風圧が見られる。また，平面の中央部を貫通するピロテ
ィとコーナー部に配置されたピロティでは，開口部より少し内側の位置で強い負圧が発生する
傾向にあることが特徴的である。そのため，負の設計用ピーク風圧係数は，ピロティ内部の天
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井面や壁面の全面に対して小さい（絶対値が大きい）値を設定した。 
勾配屋根に設置される太陽電池モジュールに作用する風力は，時間平均の風力がほぼ 0 の場
合においても，強いピーク風力が作用する場合があり，屋根面の中央部付近に配置されたモジ
ュールにも比較的強いピーク風力が作用する。モジュールに作用する正のピーク風力係数の最
大値は，屋根勾配や屋根上面とモジュール下面の隙間によらず，約 2.5 の値を示す。一方，負
のピーク風力係数の最小値は，屋根勾配の増加とともに大きく（絶対値が小さく）なり，勾配
10°で－2.0～－3.0，勾配 40°で－1.8～－2.3 となる。また，屋根上面とモジュール下面との
隙間が大きくなるほど小さく（絶対値が大きく）なる傾向にある。これらの結果より，太陽電
池モジュールの設計用ピーク風力係数を提案した。なお，この設計用ピーク風力係数の提案値
を用いて算出される風荷重は，JIS C8955 に規定された風荷重を大きく上回ることが分かった。 
 
第 3 章では，建築物の金属屋根葺き材，屋根設置形の太陽電池モジュール，およびバルコニ
ー手摺を対象とした載荷試験の事例を示すとともに，載荷試験方法の提案とピーク風力に対す
る耐風性能評価を行った結果を示した。 
 金属屋根葺き材の耐風圧試験においては，評価対象の葺き材に直接載荷できるように，野地
板に穴をあける工夫を施した。薄い鋼板で構成された屋根葺き材の場合，破壊形態の予測が容
易でなく，構造計算による耐力評価が難しいことから，すべての構成部材を再現したアセンブ
リ試験の重要性を示した。また，その試験結果から耐風性能評価を行った例を示した。 
 屋根設置形の太陽電池モジュールの耐風圧試験においては，太陽電池モジュールから屋根の
構造体までの全ての荷重伝達経路にある全ての部材を再現する方法を提案した。この試験結果
では屋根葺き材の固定部で破損したことから，太陽光発電システム単体での強度試験だけでな
く，システムが取り付けられる屋根の強度確認の必要性を示した。 
 バルコニー手摺の載荷試験においては，手摺支柱を対象とした 1 点集中載荷によって耐風圧
性能を確認するための試験方法を提案した。また，載荷試験の結果，試験対象の手摺支柱は，
一般的な支柱スパンで高層建築物に設置された場合には，強度が不足する場合があることが確
認された。 
 
第 4 章では，最大風速が建築物の設計風速に達するモデル台風を想定し，モデル台風に遭遇
した建築物が受けるより現実的な変動風圧の時系列を作成し，建築物の外装材の疲労損傷に寄
与する繰返し風力の特性について検討した結果を示した。 
 台風の通過に伴い外装材に作用する風力の時系列は，同じ建築物の形状であっても，台風の
進路と建築物の向き（方位との関係）によって大きく異なり，外装材の累積疲労損傷にも大き
く影響する。モデル台風の通過に伴い外装材に作用する変動風圧は，小振幅の変動が大半を占
めるが，それらが疲労損傷へ与える影響は極めて小さい。変動風圧の振幅は，屋根面では平面
のコーナー部付近，壁面では端部付近で大きくなり，壁面での正圧に注目した場合においても
壁面の中央部より端部のほうが大きくなることが明らかになった。 
また，機械固定式シート防水システムのような特殊な疲労特性をもつ外装材を屋根葺き材に
使用した場合，モデル台風の通過に伴い疲労損傷する可能性があることが分かった。一方，建
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材として一般的に用いられているアルミ材を壁外装材の部材として用いた場合には，1.5 程度
の安全率を設定すればモデル台風の通過による疲労損傷の可能性は低く，また季節風による高
サイクル疲労の可能性も低いことを示した。 
 
第 5 章では，屋根葺き材とバルコニー手摺を対象に，繰返し風力による疲労損傷への影響を
想定した載荷試験を行い，載荷方法についての検討を行うとともに，繰返し風力による疲労損
傷の可能性を示し，さらに繰返し載荷試験での課題を示した。 
台風通過時の風圧変動を再現した載荷試験では，機械固定式シート防水システムを対象に行
い，4 章（4.3 節）において解析的に予測された疲労破壊の発生が現実的に起こり得ることを
確認した。また，載荷試験の実施にあたり，疲労損傷にほとんど寄与しないと考えられる低振
幅の変動を省略することによる試験時間（載荷時間）の短縮方法について示した。 
圧力箱を用いた繰返し載荷試験では，建具や屋根葺き材の耐風圧試験で一般的に使用されて
いる圧力箱方式の耐風圧試験装置では，現実的な変動風圧を再現するには，装置の応答性の問
題により実時間の 10 倍以上の試験時間を要するので，疲労損傷に寄与しない小振幅の変動の
省略を積極的に取り入れる必要があることが分かった。また，繰返し載荷試験に先立ち，試験
体の荷重と変形の関係を事前に確認しておくことにより，繰返し載荷を受けたときの変位の進
展（損傷の進展）の確認に有効であることを示した。 
 アルミ支柱を対象とした定振幅の繰返し載荷試験の結果からは，複数の素材により構成され
た部材では静的載荷試験と繰返し載荷試験では破壊形態が異なるので，ピーク風力に対する静
的載荷試験だけでなく繰返し載荷試験が必要であることを示した。また，載荷振幅の違いによ
っても破壊形態が異なることを明らかにした。 
 
建築物の形状は多様であり，また建築物に用いられる外装材や付属物も多様である。建築物
外装材などの耐風設計において，まず設計用風荷重の設定が必要となるが，風荷重を設定する
ためのピーク風圧係数やピーク風力係数の情報は必ずしも十分ではない。それらに関する研究
にはさほど先進性はないが，耐風設計の基本となる設計用風荷重の設定には非常に有用である
ので，様々な建築物の形状や付属物についての研究を更に進めるべきであろう。また，変動風
力による繰返し荷重の特性については，ピーク風力の特性以上に不明なことが多い。本研究で
は矩形の中層建築物についての結果示したが，低層住宅などの小さい規模の建築物では，変動
風圧の周期が短くなるので，繰返し荷重のサイクルが多くなり，外装材の疲労損傷への影響も
大きくなると推測される。さらに，ピーク風力や変動風力に対する耐風性能評価のための載荷
試験の方法についても不確定なことが多いことから，多くの載荷試験の事例を報告することは
重要であると考えられる。 
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